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2 社会的状況 

人口・産業 

1) 人口 

人口、世帯数及び人口密度の推移は、表 3.2.1-1 に示すとおりである。 

令和 2 年 9月 30 日現在において、福岡市全市の人口は 1,561,188 人、うち西区での人口は 208,324

人となっており、全市は増加し、西区では減少した。 

世帯あたり人口は全市に比べ西区でわずかに多く、令和 2 年 9 月 30 日現在、西区で 2.2 人／世帯

となっている。また、人口密度は全市で 4,545 人／km2、西区で 2,476 人／km2となっている。 

 

表 3.2.1-1 人口、世帯数及び人口密度 

 

  

人口 世 帯 数 世帯あたり人口 面積 人口密度

(人) (世帯) (人/世帯) (km2) (人/km2)

  平成23年 1,443,866 699,831 2.1 341.70 4,226

      24年 1,456,687 710,287 2.1 341.70 4,263

      25年 1,470,746 722,749 2.0 341.70 4,304

      26年 1,483,782 734,056 2.0 343.38 4,321

      27年 1,497,236 746,713 2.0 343.39 4,360

      28年 1,512,333 760,455 2.0 343.39 4,404

      29年 1,525,744 774,419 2.0 343.39 4,443

      30年 1,538,005 787,394 2.0 343.46 4,478

31(令和元年) 1,551,212 802,056 1.9 343.46 4,516

令和2年 1,561,188 814,216 1.9 343.46 4,545

  平成23年 193,385 82,449 2.3 83.83 2,307

      24年 195,943 84,146 2.3 83.83 2,337

      25年 198,697 86,148 2.3 83.83 2,370

      26年 201,026 87,873 2.3 84.16 2,389

      27年 202,964 89,628 2.3 84.17 2,411

      28年 204,706 91,329 2.2 84.17 2,432

      29年 206,565 93,090 2.2 84.17 2,454

      30年 208,202 94,836 2.2 84.15 2,474

31(令和元年) 208,513 96,050 2.2 84.15 2,478

令和2年 208,324 96,724 2.2 84.15 2,476

注：人口、世帯数は住民基本台帳による各年9月30日現在

　　面積は各年10月1日現在
　　　　　　　　　　　　出典：福岡市統計書（令和2年（2020年）版）福岡市

平成23～令和2年全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省国土地理院）

区分

西
区

全
市
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2) 産業 

産業分類別の就業者数は、表 3.2.1-2 に示すとおりである。 

福岡市全市での就業者数は 667,895 人であり、うち西区では 87,723 人となっている。 

全市、西区ともに第三次産業就業者数の割合が高く概ね 77％となっている。 

 

表 3.2.1-2 産業分類別の就業者数 

 

  

第一次産業 第二次産業 第三次産業 分類不能 総数

就業者数(人) 4,142 92,515 519,335 51,903 667,895

割合(％) 0.6 13.9 77.8 7.8 100.0

就業者数(人) 1,818 12,890 67,534 5,481 87,723

割合(％) 2.1 14.7 77.0 6.2 100.0

注：平成27年10月1日現在で実施された国勢調査（基幹統計）の結果

区分

全
市

西
区

出典：福岡市統計書（令和元年（2019年）版）福岡市
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資源利用の状況 

1) 土地利用の状況 

地目別土地面積の構成は、表 3.2.2-1 に示すとおりである。 

福岡市全市では宅地の割合が も高く 54.3％となっており、西区においても同様に宅地の割合が

高く 33.5％となっている。 

表 3.2.2-1 地目別土地面積の構成 

 

 

2) 土地利用基本計画に基づく地域地区の指定状況 

土地利用基本計画は、「国土利用計画法」（昭和49年6月法律第92号）に基づき土地利用に関す

る個別規制法である「都市計画法」（昭和43年6月法律第100号）、「農業振興地域の整備に関する

法律」（昭和44年7月法律第58号）等に基づいた諸計画に対する上位計画として策定されている。 

対象事業実施区域における土地利用基本計画に基づく地域地区の指定状況を表 3.2.2-2に示す。

また、対象事業実施区域周辺における状況は図 3.2.2-1に示すとおりであり、対象事業実施区域の

概ね北東から南東には市街化区域が拡がり、北西から南には森林地域が拡がっている。 

 

表 3.2.2-2 土地利用基本計画に基づく地域地区の指定状況 

 

 

  

単位：千㎡

面積 170,730 92,731 15,441 6,002 40,189 4,276 68 1,761 10,264

割合(％) 100.0 54.3 9.0 3.5 23.5 2.5 0.0 1.0 6.0

面積 43,936 14,729 8,219 4,084 12,149 2,359 19 119 2,259

割合(％) 100.0 33.5 18.7 9.3 27.7 5.4 0.0 0.3 5.1

注：令和2年1月1日現在

出典：福岡市統計書（令和2年（2020年）版）福岡市

雑種地

西区

宅地
軌道
用地

区分

全市

総面積 田 畑 山 林 原 野 池 沼

区分 都市地域 農業地域 森林地域
自然公園

地域
自然保全

地域

対象事業実施区域 ○ － － － －

出典：土地利用調整総合支援ネットワークシステム（LUCKY）国土交通省
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図 3.2.2-1 対象事業実施区域及びその周辺

における土地利用基本計画に基づく地域地区

の指定状況 
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3) 都市計画法に基づく地域地区の指定状況 

福岡市における都市計画法に基づく都市計画区域及び用途地域の状況を表 3.2.2-3 に示す。 

対象事業実施区域及びその周辺における用途地域は、図 3.2.2-2 に示すとおりである。 

対象事業実施区域は市街化調整区域となっているが、北東から南東は概ね住居系地域に指定され

ている。 

表 3.2.2-3 都市計画法に基づく地域地区の指定状況 

 

  

総面積
市街化
区域

市街化
調整
区域

総面積

第１種
低層

住居専
用地域

第２種
低層

住居専
用地域

第１種
中高層
住居専
用地域

第２種
中高層
住居専
用地域

第１種
住居
地域

第2種
住居
地域

準住居
地域

近隣
商業
地域

商業
地域

準工業
地域

工業
地域

工業
専用
地域

総面積 34,082 16,362 17,720 16,362 4,088 10 2,410 345 3,386 1,522 166 333 1,484 2,001 574 43
注：令和2年4月1日現在

出典：福岡市統計書（令和2年（2020年）版）福岡市

全市

都市計画区域（ha） 用　　途　　地　　域（ha）
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図 3.2.2-2 対象事業実施区域及びその周辺

における用途地域 
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4) 河川の利用の状況 

福岡市における上水道での令和元年度年間取水実績は表 3.2.2-4 に示すとおりである。 

対象事業実施区域は十郎川及び七寺川水系に位置するが、ともに水道用水としての取水はみられ

ない。 

また、対象事業実施区域からの雨水が流入する広石池上池、広石池下池は農業用水のため池とし

て活用されており、主として拾六町地区における水田等に用水が供給されている（ため池の位置は

p.3-19 図 3.1.2-1 参照）。 

一方、七寺川水系鯰川では、農業用水のため池である御開池への取水堰が設けられており、主とし

て今宿東地区における水田等に用水が供給されている。 

 

表 3.2.2-4 福岡市における上水道での年間取水実績 

 

  

ダム直接 ダム放流 湖水 自流

福岡市 15,407 32,923 － 47,185 5,324 － － － 49,643 － 150,482

出典：福岡県の水道（令和元年度）福岡県

浄水受水

（千m3）

その他

（千m3）

計

（千m3）

原水受水

（千m3）
区分

表流水（千m3） 伏流水

（千m3）

浅井戸水

（千m3）

深井戸水

（千m3）
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5) 地下水の利用の状況 

上水道、用水供給 

表 3.2.2-4 に示したように、福岡市における上水道での井戸水の利用実績はない。 

また、福岡市には地下水の揚水が規制されている地域はない。 

 

工業用水 

福岡市における工業用水使用量の水源別内訳は表 3.2.2-5 に示すとおりである。 

全市での使用量 11,529ｍ３/日のうち井戸水は 4,383ｍ３/日（38.0％）、西区では 2,020ｍ３/日の

うち井戸水は 1,699ｍ３/日（84.1％）となっている。 

 

表 3.2.2-5 工業用水使用量の水源別内訳 

 

  

合 計 工業用水道 上 水 道 井 戸 水 そ の 他

福岡市 129      11,529   1,037    1,952    4,383    4,157    

西区 12       2,020    -        320      1,699    -        

出典：福岡県の工業 令和2年工業統計調査（令和3年9月）

福岡県企画・地域振興部調査統計課

１日当たり淡水源別内訳（m
3
/日）

区分 事業所数
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社会資本整備の状況 

1) 交通の状況 

対象事業実施区域周辺の主要交通網は図 3.2.3-1 に示すとおりである。 

対象事業実施区域の東北東、約 2.0km には福重 JCT が位置し、福岡高速１号線、国道 202 号、国

道 497 号（福岡前原道路）が交差している。対象事業実施区域の前面には、県道 561 号線（周船寺有

田線）が北西から南東に延びている。主要道路の交通量は表 3.2.3-1 に示すとおりである。 

鉄道については、対象事業実施区域の北 1.7km に JR 九州筑肥線が東西に延びている。また、福岡

市営地下鉄七隈線橋本駅（起点）が南西 2.4km に位置している。 

鉄道駅の乗降客数等は表 3.2.3-2 に示すとおりであり、対象事業実施区域に近い駅は JR 九州筑肥

線の下山門、今宿の２駅、福岡市営地下鉄七隈線橋本駅である。 

なお、「西部資源化センター生活環境影響調査書」（令和２年３月 福岡市）によると、国道

202号高崎交差点から県道561号線（周船寺有田線）（図 3.2.3-1 No.1）を経由する現状（平日）

の廃棄物運搬車両は、上下線合わせて約450台/日、国道202号バイパス橋本西交差点から県道561号

線（周船寺有田線）（図 3.2.3-1 No.2）を経由する廃棄物運搬車両は、同様に約310台/日となっ

ていた。 

 

表 3.2.3-1 対象事業実施区域周辺の交通量 

 

 

 

表 3.2.3-2 鉄道駅の乗降客数等 

 

 

 

  

小型車 大型車 合計 小型車 大型車 合計
（台） （台） （台） （台） （台） （台）

① 福岡高速１号線 福重IC～福重JCT 20,032 2,952 22,984 24,586 3,626 28,212

② 一般国道202号 福岡市西区福重3丁目 24,958 1,365 26,323 37,515 1,970 39,485

③ 一般国道202号 福岡市西区今宿青木 27,819 2,580 30,399 37,591 3,400 40,991

④ 一般国道497号 拾六町IC～今宿IC 13,014 1,859 14,873 16,324 2,416 18,740

⑤ 県道560号線（都地姪浜線） 福岡市西区小戸４丁目 11,452 87 11,539 14,020 519 14,539

⑥ 県道561号線（周船寺有田線） 福岡市西区大字今宿青木 5,749 187 5,936 7,033 387 7,420

⑦ 豊浜拾六町線（愛宕通り） 福岡市西区愛宕１丁目 13,009 1,196 14,205 16,250 1,790 18,040

⑧ 千代今宿線（明治通り） 福岡市西区小戸４丁目 12,282 314 12,596 15,082 789 15,871

注：斜字は推定値
　　番号は図3.2.3-1の番号を示す。
出典：平成27年度全国道路・街路交通情勢調査　一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時間別交通量表）　

国土交通省ホームぺージ

番号 路　線　名 交通量観測地点地名等

昼間12時間自動車類交通量 24時間自動車類交通量

（上下合計） （上下合計）

種別 路線 駅名 利用者数

福岡市営地下鉄 七隈線 橋本 2,434　千人/年

下山門 2,897　人/日

今宿 5,437　人/日

注：地下鉄は令和2年、JRは令和元年度実績
　　地下鉄は年間乗降客数、JRは一日平均乗車人員

筑肥線

　　　　　　出典：福岡市統計書（令和2年（2020年）版）福岡市

JR九州
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図 3.2.3-1 対象事業実施区域周辺における

交通網 
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2) 学校、病院等 

保育園・幼稚園 

対象事業実施区域周辺の保育園・幼稚園を表 3.2.3-3 及び図 3.2.3-2 に示す。 

 

表 3.2.3-3 対象事業実施区域周辺の保育園・幼稚園 

 

 

  

地点
番号

施設等
区分

名　　　称 所　在　地
対象事業実
施区域から
の距離(km)

1 あゆみらい保育園  福岡市西区 拾六町1-20-1 1.7

2 ひなぎく保育園 拾六町団地2-2 1.1

3 野方保育園 野方2-15-27 1.6

4 中村学園大学附属壱岐幼稚園 野方2-14-43 1.6

5 西陵幼稚園 拾六町4-28-3 0.8

6 福岡女子短期大学附属野方幼稚園 壱岐団地75-1 1.7

7 めぐみ保育園 壱岐団地60-4 1.7

8 福岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｱｲｽｸｰﾙ幼稚園 拾六町1-15-5 1.7

9 下山門幼稚園 下山門4-16-5 1.7

10 かぼちゃ畑保育園 石丸3-24-1 1.8

11 和光保育園 上山門1-22-1 1.3

12 ひまわり保育園 下山門団地7-2 1.8

13 城の原保育園 上山門3-6-58 1.2

14 第２ひまわり保育園 生の松原2-12-6 1.4

15 木の実保育園 今宿東3-25-7 1.8

16 ひよこ保育園 拾六町3-18-45 1.1

17 こども園 認定こども園ひかりと風とサクランボ 今宿町205 2.0

注:地点番号は図3.2.3-2に対応する。
出典：「令和3年度　私立幼稚園一覧表」福岡県ホームページ

「福岡市保育施設等一覧」福岡市ホームページ

保育園・
幼稚園
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図 3.2.3-2 対象事業実施区域周辺

の保育園・幼稚園 
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小中学校・高等学校・特別支援学校 

対象事業実施区域周辺の小中学校・高等学校・特別支援学校を表 3.2.3-4、図 3.2.3-3 に示す。 

 

表 3.2.3-4 対象事業実施区域周辺の小中学校・高等学校・特別支援学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地点
番号

施設等
区分

名　　　称 所　在　地
対象事業実
施区域から
の距離(km)

1 壱岐小学校  福岡市西区 拾六町3-21-1 1.0

2 壱岐東小学校 橋本1-14-1 1.9

3 壱岐南小学校 戸切2-17-1 1.9

4 石丸小学校 石丸3-9-25 1.8

5 西陵小学校 生の松原3-9-2 1.1

6 下山門小学校 下山門4-15-1 1.7

7 城原小学校 上山門1-27-1 1.2

8 壱岐中学校 拾六町2-16-1 1.3

9 西陵中学校 生の松原3-9-1 1.2

10 中村学園　三陽中学校 今宿青木1042-33 0.3

11 福岡市立福岡西陵高等学校 大字拾六町字広石 0.1

12 中村学園　三陽高等学校 今宿青木1042-33 0.3

13
特別

支援学校
福岡市立生の松原特別支援学校 野方7-825 0.8

注:地点番号は図3.2.3-3に対応する。

「私立小学校・中学校・高等学校等一覧表」福岡県ホームページ

　出典：福岡市教育委員会ホームページ

小学校

中学校

高等学校
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図 3.2.3-3 対象事業実施区域周辺

の小中学校・高等学校 
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病院 

対象事業実施区域周辺の病院を表 3.2.3-5 及び図 3.2.3-4 に示す。 

 

表 3.2.3-5 対象事業実施区域周辺の病院 

 

 

  

地点
番号

施設等
区分

名　　　称 所　在　地
対象事業実
施区域から
の距離(km)

1 医療法人輝松会松尾内科病院  福岡市西区 下山門団地40-5 1.7

2 拾六町病院 拾六町2-23-10 1.2

3 社会医療法人財団白十字会白十字病院 石丸4-3-1 2.0

4 医療法人西福岡病院 生の松原3-18-8 1.4

5 医療法人白翠園春日病院 今宿青木1105 1.6

6 福岡リハビリテーション病院 野方7-770 0.7

7 福岡和仁会病院 生の松原1-33-18 1.8

8 村上華林堂病院 戸切2-14-45 2.0

注:地点番号は図3.2.3-4に対応する。
　　出典：「福岡市内の病院一覧」福岡市ホームページ

病院
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図 3.2.3-4 対象事業実施区域周辺の病院 
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老人福祉施設等 

対象事業実施区域周辺の老人福祉施設等を表 3.2.3-6 及び図 3.2.3-5 に示す。 

 

表 3.2.3-6 対象事業実施区域周辺の老人福祉施設等 

 

 

 

  

地点
番号

施設等
区分

名　　　称 所　在　地
対象事業実
施区域から
の距離(km)

1 介護老人保健施設 西寿  福岡市西区 生の松原3-18-9 1.3

2 介護老人保健施設サンライズ壱岐 野方1-16-32 1.6

3 特別養護老人ホーム　松生園 今宿青木1093-22 1.4

4 特別養護老人ホーム　七樹苑 今宿上ノ原16-1 1.0

5 介護老人福祉施設　下山門 下山門4-6-1 2.0

6 特別養護老人ホーム なの国 拾六町団地2-18 1.0

7 特別養護老人ホーム　マナハウス 戸切3-20-8 2.0

8 特別養護老人ホーム　ウエストヒル創生園 西の丘2-1-1 0.5

9 介護老人福祉施設　リハモール福岡 野方7-780-1 0.9

10 さわやか野方館 野方4-34-1 1.6

11 グッドタイムホーム西の丘 西の丘2-1-1 0.5

12 おあしす石丸 石丸3-20-8 1.8

13 カーサ今宿 今宿東2-30-24 1.8

14 ライフケアー上山門 上山門2-2-22 1.4

15 やまと 上山門2-39-13 0.8

16 報恩の郷　西の丘 野方6-18-3 0.7

17 アフィニティーつばき 拾六町5-16-29 1.3

18 ドリームステイ　はばたき 石丸3-7-31 2.0

19 杜の樹 戸切3-23-1 2.0

20 注:1 介護付有料老人ホーム　　西の丘 西の丘1-6-1 0.4

21 注:2 老人福祉センター　　　　福寿園 今宿青木1043-31 0.2

注:1） 特定施設入居者生活介護事業所 

　 2） 老人福祉センター

   3） 地点番号は図3.2.3-5に対応する。

住宅型有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の重要事項説明書

　　　　　　　　　　　出典：福岡市ホームページ　高齢者保健福祉施設

介護老人
保健施設

介護老人福
祉施設

（特別養護
老人ホー

ム)

住宅型有料
老人ホーム
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図 3.2.3-5 対象事業実施区域周辺の

老人福祉施設等 
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3) 下水道の整備の状況 

福岡市の下水道の普及状況は表 3.2.3-7 に示すとおりであり、人口普及率は全市で 99.7％、西区

で 98.4％となっている。 

なお、対象事業実施区域は既に下水道の供用区域となっている。 

 

表 3.2.3-7 下水道の普及状況 

 

 

 

  

単位：ha、人、％

全市 西区

34,346 8,415

15,435 1,768

17,401 2,812

17,391 2,811

17,164 2,719

普及率等 行政人口 1,616,351 211,712

処理人口 1,611,660 208,419

人口普及率 99.7 98.4

注：令和2年度末

出典：福岡市の下水道（令和3年度版）福岡市道路下水道局

処理区域面積

区分

行政区域面積

市街地DID面積

下水道都市計画決定面積

下水道事業計画区域
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3 環境保全上の指定・規制の状況 

環境基本法に基づく環境基準 

1) 大気汚染に係る環境基準 

大気汚染に係る環境基準は、表 3.3.1-1 に、有害大気汚染物質に係る環境基準は表 3.3.1-2 に、ダ

イオキシン類に係る環境基準は表 3.3.1-3 に示すとおりである。 
 

表 3.3.1-1 大気汚染に係る環境基準 

 

 

表 3.3.1-2 有害大気汚染物質に係る環境基準 

 

 

表 3.3.1-3 ダイオキシン類に係る環境基準 

 

  

物質 環境上の条件 測定方法

二酸化硫黄
１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、１
時間値0.1ppm以下であること。

溶液導電率法または紫外線蛍光法

一酸化炭素
１時間値の１日平均値が10ppm以下であり､かつ､１時間
値の８時間平均値が20ppm以下であること。

非分散型赤外分析計を用いる方法

浮遊粒子状物質

１時間値の１日平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、

１時間値が0.20mg/m
3
以下であること。

濾過捕集による重量濃度測定方法又はこの方
法によって測定された重量濃度と直線的な関
係を有する量が得られる光散乱法、圧電天び
ん法若しくはベータ線吸収法

光化学オキシダント
１時間値が0.06ppm以下であること。 中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光度法

若しくは電量法、紫外線吸収法又はエチレン
を用いる化学発光法

二酸化窒素
１時間値の１日平均値が 0.04ppmから0.06ppmまでの
ゾーン内又はそれ以下であること。

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾ
ンを用いる化学発光法

微小粒子状物質

１年平均値が15μg/m
3
以下であり、かつ、１日平均値

が35μg/m
3
以下であること。

濾過捕集による質量濃度測定方法又はこの方
法によって測定された質量濃度と等価な値が
得られると認められる自動測定機による方法

微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について　環境省告示第33号　平成21年9月9日

注：1）環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。

　　2）浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm以下のものをいう。

　　3）二酸化窒素について、1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、原則としてこのゾーン内において

　　　 現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものとする。

　　4）光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウ

　　　 ム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。） をいう。

　　5）微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が2.5μｍの粒子を50％の割合で分離できる分粒装置を用いて、より粒

　　 　径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。

出典：大気の汚染に係る環境基準について　環境庁告示第25号　昭和48年5月8日( 終改正：平成8年10月25日)

二酸化窒素に係る環境基準について　環境庁告示第38号　昭和53年7月11日( 終改正：平成8年10月25日)

物質 環境上の条件 測定方法

ベンゼン １年平均値が0.003mg/m3以下であること。

トリクロロエチレン １年平均値が0.13mg/m3以下であること。

テトラクロロエチレン １年平均値が0.2mg/m3以下であること。

ジクロロメタン １年平均値が0.15mg/m3以下であること。

キャニスター若しくは捕集管により採取した
試料をガスクロマトグラフ質量分析計により
測定する方法又はこれと同等以上の性能を有
すると認められる方法

注：1）環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。

　　2）ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質に係るものであることに

　　 　かんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。

出典：ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について　環境庁告示第4号 平成9年2月4日( 終改正：平成30年11月19日)

ジクロロメタンは、環境庁告示第30号  平成13年4月20日 

トリクロロエチレンは、環境省告示第100号 平成30年11月19日 

物質 基　準　値 測　定　方　法

ダイオキシン類 0.6pg-TEQ/m3以下
ポリウレタンフォームを装着した採取筒をろ紙後段に取り付けたエアサンプラーにより採
取した試料を高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法

( 終改正：平成21年3月31日)

出典：ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について　環境庁告示第68号　平成11年12月27日

注：1）環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。
    2）基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値とする。
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2) 水質汚濁に係る環境基準 

人の健康の保護に関する環境基準（健康項目）は、表 3.3.1-4 に、生活環境の保全に関する環境基

準（生活環境項目）は、河川、湖沼、海域といった水域別に環境基準が設定されており、河川に係る

環境基準は表 3.3.1-5 に示すとおりである。 

対象事業実施区域は十郎川流域、七寺川流域に位置するが、環境基準に係る類型指定について、と

もにＣ類型に指定されており、水生生物区分による類型は指定されていない。 

また、ダイオキシン類に係る環境基準は、表 3.3.1-6 に示すとおりである。 

 

表 3.3.1-4 人の健康の保護に関する環境基準（健康項目） 

 

  

0.003mg/L以下

検出されないこと

0.01mg/L以下

0.02mg/L以下

0.01mg/L以下

0.0005mg/L以下

検出されないこと

検出されないこと

0.02mg/L以下

0.002mg/L以下

0.004mg/L以下

0.1mg/L以下

0.04mg/L以下

1mg/L以下

0.006mg/L以下

0.01mg/L以下

0.01mg/L以下

0.002mg/L以下

0.006mg/L以下

0.003mg/L以下

0.02mg/L以下

0.01mg/L以下

0.01mg/L以下

 10mg/L以下

0.8mg/L以下

1mg/L以下

0.05mg/L以下
注：1）基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、 高値とする。

　　2）

当該方法の定量限界を下回ることをいう。

　　3）海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。

　　4）

「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、その結果が

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、測定された硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたもの

と測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045 を乗じたものの和とする。

出典：水質汚濁に係る環境基準について　環境庁告示59号　昭和46年12月28日( 終改正：令和3年10月7日)

ベンゼン

セレン

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

ふっ素

ほう素

1,4－ジオキサン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

1,3-ジクロロプロペン

チウラム

シマジン

チオベンカルブ

シス-1,2-ジクロロエチレン

1,1,1-トリクロロエタン

1,1,2-トリクロロエタン

六価クロム

砒素

総水銀

アルキル水銀

ポリ塩化ビフェニル（PCB）

ジクロロメタン

項　　目 基準値

カドミウム

全シアン

鉛

四塩化炭素

1,2-ジクロロエタン

1,1-ジクロロエチレン
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表 3.3.1-5 （1/2） 生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目（河川）） 

 

  

項目 水素イオン 生物化学的

濃度 酸素要求量 大腸菌数

類型 （pH） (BOD)

水道1級

自然環境保全

及びＡ以下の

欄に掲げるもの

水道2級

水産1級

水浴及びＢ以下の

欄に掲げるもの

水道3級

水産2級

及びＣ以下の

欄に掲げるもの

水産3級

工業用水1級

及びＤ以下の

欄に掲げるもの

工業用水2級

農業用水

及びＥ以下の

欄に掲げるもの

注：1）基準値は、日間平均値とする。

　　3）「利用目的の適用性」の詳細は、以下に示すとおりである。

工業用水3級 ：特殊の浄水操作を行うもの

環境保全    ：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度

出典：水質汚濁に係る環境基準について　環境庁告示59号　昭和46年12月28日( 終改正：令和3年10月7日)

水道3級     ：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの

水産1級     ：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用

水産2級     ：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産3級の水産生物用

水産3級     ：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用

工業用水1級 ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの

工業用水2級 ：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの

―

自然環境保全：自然探勝等の環境保全

水道1級     ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの

水道2級     ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの

Ｅ
工業用水3級
環境保全

6.0以上
8.5以下

10mg/L
以下

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと

2mg/L
以上

　　2）農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量5mg/L以上とする。

Ｄ
6.0以上
8.5以下

8mg/L
以下

100mg/L
以下

2mg/L
以上

―

Ｃ
6.5以上
8.5以下

5mg/L
以下

50mg/L
以下

5mg/L
以上

―

Ｂ
6.5以上
8.5以下

3mg/L
以下

25mg/L
以下

5mg/L
以上

1,000CFU/
100ml以下

Ａ
6.5以上
8.5以下

2mg/L
以下

25mg/L
以下

7.5mg/L
以上

300CFU/
100ml以下

ＡＡ
6.5以上
8.5以下

1mg/L
以下

25mg/L
以下

7.5mg/L
以上

20CFU/
100ml以下

利用目的の
適用性

浮遊物質量
(SS)

溶存酸素量
(DO)
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表 3.3.1-5 （2/2） 生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目（河川）） 

 

  

項目

直鎖アルキルベン

全亜鉛 ノニルフェノール ゼンスルホン酸及

類型 びその塩

0.03mg/L以下 0.001mg/L以下 0.03mg/L以下

0.03mg/L以下 0.002mg/L以下 0.05mg/L以下

生物Ａ
イワナ、サケマス等比較的低温域を好
む水生生物及びこれらの餌生物が生息
する水域

生物特Ａ

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲
げる水生生物の産卵場（繁殖場）又
は、幼稚仔の生育場として特に保全が
必要な水域

0.03mg/L以下 0.0006mg/L以下

水生生物の生息状況の適応性

基準値

注：基準値は、年間平均値とする。

出典：水質汚濁に係る環境基準について　環境庁告示59号　昭和46年12月28日( 終改正：令和3年10月7日)

0.02mg/L以下

生物Ｂ
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生
生物及びこれらの餌生物が生息する水
域

生物特Ｂ

生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄に掲
げる水生生物の産卵場（繁殖場）又
は、幼稚仔の生育場として特に保全が
必要な水域

0.03mg/L以下 0.002mg/L以下 0.04mg/L以下
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表 3.3.1-6 ダイオキシン類に係る環境基準（水質） 

 

 

3) 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

地下水の水質汚濁に係る環境基準は、表 3.3.1-7 に示すとおりである。 

また、ダイオキシン類に係る環境基準は、表 3.3.1-8 に示すとおりである。 

 

表 3.3.1-7 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

 

媒　体 基　準　値 備　　　考

水　質
（水底の底質を除く）

1pg-TEQ/L以下

水底の底質 150pg-TEQ/g以下

基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換
算した値とする。

注：基準値（水底の底質を除く）は、年間平均値とする。

出典：ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について

環境庁告示第68号　平成11年12月27日( 終改正：平成21年3月31日)

0.003mg/L以下

検出されないこと

0.01mg/L以下

0.02mg/L以下

0.01mg/L以下

0.0005mg/L以下

検出されないこと

検出されないこと

0.02mg/L以下

0.002mg/L以下

0.002mg/L以下

0.004mg/L以下

0.1mg/L以下

0.04mg/L以下

1mg/L以下

0.006mg/L以下

0.01mg/L以下

0.01mg/L以下

0.002mg/L以下

0.006mg/L以下

0.003mg/L以下

0.02mg/L以下

0.01mg/L以下

0.01mg/L以下

0.8mg/L以下

1mg/L以下

0.05mg/L以下
注：1）

　　2）

　　3）

　　4）

鉛

項　　目 基準値
カドミウム

全シアン

1,1,1-トリクロロエタン

六価クロム

砒素

総水銀

アルキル水銀

ＰＣＢ

ジクロロメタン

四塩化炭素

クロロエチレン

1,2-ジクロロエタン

1,1-ジクロロエチレン

1,2-ジクロロエチレン

シマジン

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

1,1,2-トリクロロエタン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

1,3-ジクロロプロペン

チウラム

       10mg/L以下

ほう素

1.4-ジオキサン

基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、 高値とする。

「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該

方法の定量限界を下回ることをいう。

ふっ素

硝酸性窒素及び亜硝酸窒素の濃度は、測定された硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じ

たものと測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を乗じたものの和とする。

出典：地下水の水質の汚濁に係る環境基準について　環境庁告示第10号　平成9年3月13日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ( 終改正：令和3年10月7日)

1.2-ジクロロエチレンの濃度は、測定されたシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
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表 3.3.1-8 ダイオキシン類に係る環境基準（地下水） 

 

 

4) 土壌の汚染に係る環境基準 

土壌汚染に係る環境基準は、表 3.3.1-9 に示すとおりである。 

また、土壌中のダイオキシン類に係る環境基準は、表 3.3.1-10 に示すとおりである。 

 

表 3.3.1-9 土壌汚染に係る環境基準 

 

 

基準値 備考

1pg-TEQ/L以下
基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシ
ンの毒性に換算した値とする。

　　  環境庁告示第68号 平成11年12月27日（ 終改正：平成21年3月31日）

項　　目

ダイオキシン類

出典：ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び

　　　土壌の汚染に係る環境基準について

環境上の条件

検液1Lにつき0.003mg以下であり、かつ、農用地においては、米1kgにつき
0.4mg以下であること。

検液中に検出されないこと。

検液中に検出されないこと。

検液1Lにつき0.01mg以下であること。

検液1Lにつき0.05mg以下であること。

検液1Lにつき0.01mg以下であり、かつ、農用地（田に限る）においては、土
壌1kgにつき15mg未満であること。

検液1Lにつき0.0005mg以下であること。

検液中に検出されないこと。

検液中に検出されないこと。

農用地（田に限る）において、土壌1kgにつき125mg未満であること。

検液1Lにつき0.02mg以下であること。

検液1Lにつき0.002mg以下であること。

検液1Lにつき0.002mg以下であること。

検液1Lにつき0.004mg以下であること。

検液1Lにつき0.1mg以下であること。

検液1Lにつき0.04mg以下であること。

検液1Lにつき1mg以下であること。

検液1Lにつき0.006mg以下であること。

検液1Lにつき0.01mg以下であること。

検液1Lにつき0.01mg以下であること。

検液1Lにつき0.002mg以下であること。

検液1Lにつき0.006mg以下であること。

検液1Lにつき0.003mg以下であること。

検液1Lにつき0.02mg以下であること。

検液1Lにつき0.01mg以下であること。

検液1Lにつき0.01mg以下であること。

検液1Lにつき0.8mg以下であること。

検液1Lにつき1mg以下であること。

検液1Lにつき0.05mg以下であること。
注：1)

    2)

    3)

    4)

    5) １，２－ジクロロエチレンの濃度は、測定されたシス体の濃度と測定されたトランス体の濃度の和とする。

銅

項　　目

カドミウム

全シアン

有機燐

鉛

六価クロム

砒素

総水銀

アルキル水銀

ＰＣＢ

チウラム

ジクロロメタン

四塩化炭素

クロロエチレン

1,2-ジクロロエタン

1,1-ジクロロエチレン

1,2-ジクロロエチレン

1,1,1-トリクロロエタン

1,1,2-トリクロロエタン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

1,3-ジクロロプロペン

有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNをいう。

シマジン

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

ふっ素

ほう素

1.4-ジオキサン

環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては定められた方法により検液を作成し、これを用いて測定を行うものとする。

カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度に係る値に
あっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の濃度がそれぞれ地下水１Ｌに

つき0.003mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg及び１mgを超えていない場合には、それぞれ検液１Ｌにつき

0.009mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、2.4mg及び３mgとする。

「検液中に検出されないこと」とは、環境省が定める方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回る
ことをいう。

出典：土壌の汚染に係る環境基準について　環境庁告示第46号　平成3年8月23日(最終改正：平成３年８月23日)
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表 3.3.1-10 土壌中のダイオキシン類に係る環境基準 

 

 

5) 騒音に係る環境基準 

騒音に係る環境基準は、表 3.3.1-11 に示すとおりである。 

対象事業実施区域は市街化調整区域であることから、Ｂ類型であり、その北から東、南方向はＡ類

型である。 

表 3.3.1-11 騒音に係る環境基準 

 

環境上の条件 備考

1,000pg-TEQ/g以下
ダイオキシン類の基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-
パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。

注：1)

項　　目

ダイオキシン類

環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が250pg-TEQ/g以上の場合には、必要な調査を実施す

ることとする。

出典：ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について

環境庁告示第68号　平成11年12月27日(最終改正：平成21年3月31日)

夜　間
22時～6時

40デシベル以下

45デシベル以下

50デシベル以下

ＡＡ：

　Ａ：

Ｂ：
Ｃ：

除外：

夜　間
22時～6時

55デシベル以下

注：1）

　　2）

(1)

(2)

出典：騒音に係る環境基準について　 環境庁告示第64号　平成10年9月30日( 終改正：平成24年3月30日)

夜　間  22時～6時

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、屋内へ透

過する騒音に係る基準（昼間にあっては45デシベル以下、夜間にあっては40デシベル以下）によることができる。

幹線交通を担う道路の指定

道路法(昭和27年法律第180号)第3条に規定する高速自動車国道、一般国道、県道及び市道(市道にあっては4車線以上の車線

を有する区間に限る)。

(1)に掲げる道路のほか、道路運送法(昭和26年法律第183号)第2条第8項に規定する一般自動車道であって都市計画法施行規

則(昭和44年建設省令第9号)第7条第1項に定める自動車専用道路。

道路に面する地域

地　域　の　区　分
基　準　値

昼　間
6時～22時

70デシベル以下 65デシベル以下

Ａ地域のうち2車線以上の車線を有
する道路に面する地域 60デシベル以下

Ｂ地域のうち2車線以上の車線を有
する道路に面する地域及びＣ地域
のうち車線を有する道路に面する
地域

65デシベル以下 60デシベル以下

注：車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。この場合におい

て、

出典：騒音に係る環境基準について　 環境庁告示第64号　平成10年9月30日( 終改正：平成24年3月30日)

幹線交通を担う道路に近接する地域
基　　準　　値

昼　間  6時～22時

工業専用地域、臨港地区、福岡空港

出典：騒音に係る環境基準について　 環境庁告示第64号　平成10年9月30日( 終改正：平成24年3月30日)

 福岡市告示第113号　平成24年4月1日

　ただし、次表に掲げる地域に該当する地域（以下「道路に面する地域」という。）については、上表によらず次表の基準値の欄に

掲げるとおりとする。

福岡市については、該当する地域は無い。

騒音規制法第３条第１項の規定に基づき指定する地域（以下「指定地域」という。）のうち、同法第４条第１項の規定に基

づき定める時間及び区域の区分ごとの規制基準（以下「規制基準」という。）により第１種区域に区分された地域

指定地域のうち、規制基準により第2種区域として定められた区域
指定地域のうち、規制基準により第3種区域及び第4種区域として定められた区域

ＡＡ 50デシベル以下

Ａ及びＢ 55デシベル以下

Ｃ 60デシベル以下

環境基準の類型を当てはめる地域　

道路に面する地域以外の地域（一般地域）

地域の類型
基　準　値

昼　間
6時～22時
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大気汚染に係る規制 

本対象事業の計画施設は、「大気汚染防止法」に定めるばい煙発生施設（廃棄物焼却炉）、水銀排出

施設（廃棄物焼却炉）に該当し、硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん、塩化水素及び水銀の排出基準

が適用される。さらに、計画施設は、「ダイオキシン類対策特別措置法」に定める特定施設（廃棄物焼

却炉）に該当し、ダイオキシン類の排出基準が適用される。 

 

1) 硫黄酸化物 

「大気汚染防止法」では、Ｋ値規制として、ばい煙発生施設ごとに排出口（煙突）の高さに応じて

硫黄酸化物の許容排出量を次式により定めている。 

Ｋ値は地域ごとに定められる値であり、福岡市では 8.76 となっている。 

 

ｑ＝Ｋ×10-3×He2 

 ｑ：硫黄酸化物の排出量（ｍ3N/時） 

 Ｋ：地域ごとに定められた定数（8.76）（大気汚染防止法施行規則 昭和 46 年 6 月 22 日 厚生

省・通商産業省令第 1号） 

 He：補正された排出口の高さ（ｍ） 

 

2) ばいじん 

「大気汚染防止法」では、施設の種類、規模ごとに排出基準が定められており、廃棄物焼却炉に係

る排出基準は表 3.3.2-1 に示すとおりである。 

 

表 3.3.2-1 廃棄物焼却炉に係るばいじんの排出基準 

 

  

H10.6.30 H10.7.1

以前に設置 以降に設置

4以上 0.08 0.04

2以上4未満 0.15 0.08

2未満 0.25 0.15
太枠は計画施設に適用される基準

注：ばいじん量の補正は次の算式により換算するものとする。

　　Ｃ＝{（21-On）/（21-Os）}×Cs

Ｃ：ばいじん量（ｇ/ｍ
3
N）

　　　Cs：測定時のばいじん量（ｇ/ｍ
3
N）

　　　On：施設ごとに定められた標準酸素濃度（12%）

　　　Os：測定時の酸素濃度（%）

施設の種類
規模

（ｔ/時）

排出基準（ｇ/ｍ3N）

廃棄物焼却炉

出典：大気汚染防止法施行規則　厚生省・通商産業省令第1号　昭和46年6月22日

( 終改正：令和3年3月25日)
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3) 窒素酸化物 

「大気汚染防止法」では、施設の種類、規模ごとに排出基準が定められており、廃棄物焼却炉に係

る排出基準は表 3.3.2-2 に示すとおりである。 
 

表 3.3.2-2 廃棄物焼却炉に係る窒素酸化物の排出基準 

 
4) 塩化水素 

「大気汚染防止法」では施設の種類、規模ごとに排出基準が定められており、廃棄物焼却炉に係る

排出基準は表 3.3.2-3 に示すとおりである。 
 

表 3.3.2-3 廃棄物焼却炉に係る塩化水素の排出基準 

 

5) 水銀 

大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成 27 年 6 月 19 日法律第 41 号）が公布され、施設の種

類、規模ごとに排出基準が定められ、平成 30 年 4 月 1 日から施行されている。廃棄物焼却炉に係る

排出基準は表 3.3.2-4 に示すとおりである。 
 

表 3.3.2-4 廃棄物焼却炉に係る水銀の排出基準

 

S52.6.17 S52.6.18～ S54.8.10

以前に設置 S54.8.9に設置 以降に設置

4以上 300

4未満 250

太枠は計画施設に適用される基準

　　Ｃ＝{（21-On）/（21-Os）}×Cs

　　　Ｃ：窒素酸化物濃度（ppm）

　　　Cs：測定時の窒素酸化物濃度（ppm）

　　　On：施設ごとに定められた標準酸素濃度（12%）

　　　Os：測定時の酸素濃度（%）

注：窒素酸化物量の補正は次の算式により換算するものとする。

出典：大気汚染防止法施行規則　厚生省・通商産業省令第1号 昭和46年6月22日( 終改正：令和3年3月25日)

施設の種類

規模
排出ガス量

（万ｍ3N/時）

排出基準（ppm）

廃棄物焼却炉
（連続炉）

250

300

施設の種類 排出基準（mg/ｍ3N）

廃棄物焼却炉 700

太枠は計画施設に適用される基準

出典：大気汚染防止法施行規則　厚生省・通商産業省令第1号

注：廃棄物焼却炉に係る塩化水素の補正は次の算式により換算するものとする

　　Ｃ＝{（21-12）/（21-Os）}×Cs

　　　Ｃ：塩化水素の量（mg/ｍ
3
N）

　　　Cs：排ガス中の塩化水素の量（mg/ｍ
3
N）

　　　Os：排ガス中の酸素濃度（12%）

昭和46年6月22日( 終改正：令和3年3月25日)

新設 既設
注1

火格子面積2ｍ
2
 以上又は

焼却能力200kg/時 以上
30 50

注：1) 施行日において現に設置されている施設（設置の工事が着手されているものを含む。）

　　Ｃ＝{（21-12）/（21-Os）}×Cs

　　　Ｃ：水銀の量（μg/ｍ
3
N）

　　　Cs：排ガス中の水銀の量（μg/ｍ
3
N）

施設規模
排出基準（μg/ｍ

3
N）

太枠は計画施設に適用される基準

　　2) 廃棄物焼却炉に係る水銀の補正は次の算式により換算するものとする。

　　　Os：測定時の酸素濃度（%）

出典：大気汚染防止法施行規則の一部を改正する省令

平成28年環境省令第22号( 終改正：令和3年3月25日)



3-76 

 

6) ダイオキシン類 

「ダイオキシン類対策特別措置法」では、施設の種類、規模ごとに排出基準が定められており、廃

棄物焼却炉に係る排出基準は表 3.3.2-5 に示すとおりである。 

 

表 3.3.2-5 廃棄物焼却炉に係るダイオキシン類の排出基準 

 

  

H12.1.14 H12.1.15

以前に設置 以後に設置

4ｔ/時以上 1 0.1

2ｔ/時以上4ｔ/時未満 5 1

2ｔ/時未満 10 5
太枠は計画施設に適用される基準

注：1）火床面積0.5ｍ
2
以上又は焼却能力が50ｋｇ/時以上について適用される。

　　2）ダイオキシン類の量の補正は次の算式により換算するものとする。

　　Ｃ＝{（21-On）/（21-Os）}×Cs

　　　Ｃ：ダイオキシン類の量（ng-TEQ/ｍ
3
）

　　　Cs：測定時のダイオキシン類の量（ng-TEQ/ｍ
3
）

　　　On：施設ごとに定められた標準酸素濃度（12%）

　　　Os：測定時の酸素濃度（%）

施設規模

（焼却能力
注：1）

）

排出基準（ng-TEQ/ｍ3N）注：2）

出典：ダイオキシン類対策特別措置法施行規則  総理府令第67号

平成11年12月27日( 終改正：令和3年3月25日)
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水質汚濁に係る規制 

1) 公共用水域に係る排水基準等 

計画施設は一般廃棄物焼却施設であり、水質汚濁防止法（昭和 45 年 12 月 25 日）に基づく｢特定施

設｣に該当する。 

特定施設から公共用水域に処理水等を放流する場合には、水質汚濁防止法に基づく排水基準が適用

される。排水基準には、全ての特定施設からの排出水を対象とした排水基準（有害物質）（表 3.3.3-1

参照）と 1 日当たりの排出水の平均な量が 50m3を超える場合に対象となる排水基準（その他の項目）

があり、排水基準（その他の項目）には、福岡県条例に基づく、上乗せ排水基準（表 3.3.3-2 参照）

がある。 

また、計画施設はダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年 7 月 16 日）に基づく特定施設（廃棄

物焼却炉等）に該当するため、本法に基づく、排水基準（表 3.3.3-3 参照）が適用される。 

なお、計画施設では、生活排水及びプラント排水共に公共用水域へは放流せず、下水道放流を行う

計画である。プラント排水については、排水処理設備において適切な処理を行い、循環利用を図るこ

とを基本とし、余剰なものについてのみ下水道放流する。 

 

表 3.3.3-1 排水基準（有害物質） 

 

許容限度

カドミウム 0.03mg/L

シアン 　　　 1mg/L

1mg/L

鉛　　　　　0.1mg/L

六価クロム　0.5mg/L

砒素　　　 0.1 mg/L

水銀　　　0.005mg/L

検出されないこと。

0.003mg/L

0.1mg/L

0.1mg/L

0.2mg/L

0.02mg/L

0.04mg/L

1mg/L

0.4mg/L

3mg/L

0.06mg/L

0.02mg/L

0.06mg/L

0.03mg/L

0.2mg/L

0.1mg/L

セレン　　　0.1mg/L

海域以外の公共用水域に排出されるもの： ほう素　　 　10mg/L

海域に排出されるもの： ほう素　　　230mg/L

海域以外の公共用水域に排出されるもの： ふっ素　　　　8mg/L

海域に排出されるもの： ふっ素　　　 15mg/L

アンモニア性窒素に0.4を乗じたもの、

亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量：

0.5mg/L
注：「検出されないこと。」とは、第二条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合に

　　おいて、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。

出典：排水基準を定める省令　昭和46年6月21日( 終改正：令和3年9月24日)

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン及びその化合物

ほう素及びその化合物

ふっ素及びその化合物

アンモニア、アンモニウム化合物、
亜硝酸化合物及び硝酸化合物

100mg/L

1,4-ジオキサン

1,1,2-トリクロロエタン

1,3-ジクロロプロペン

チウラム

シマジン

1,1-ジクロロエチレン

シス-1,2-ジクロロエチレン

1,1,1-トリクロロエタン

ジクロロメタン

四塩化炭素

1,2-ジクロロエタン

トリクロロエチレン

ポリ塩化ビフェニル

テトラクロロエチレン

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物

アルキル水銀化合物

六価クロム化合物

砒素及びその化合物

有害物質の種類

カドミウム及びその化合物

シアン化合物

有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPNに限る。）

鉛及びその化合物
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表 3.3.3-2 排水基準（その他の項目） 

 

 

 

表 3.3.3-3 排水基準（ダイオキシン類） 

 

 

  

許容限度 上乗せ排水基準

5.8以上8.6以下 －
5.0以上9.0以下 －

160mg/L 30mg/L

（日間平均 120mg/L） （日間平均 20mg/L）

160mg/L 30mg/L

（日間平均 120mg/L） （日間平均 20mg/L）

200mg/L 100mg/L

（日間平均 150mg/L） （日間平均 70mg/L）

5mg/L －
30mg/L －
5mg/L －
3mg/L －
2mg/L －

10mg/L －
10mg/L －
2mg/L －

日間平均 3000個/cm3 －
120mg/L

（日間平均 60mg/L）

16mg/L

（日間平均 8mg/L）

出典：排水基準を定める省令　昭和46年6月21日( 終改正：令和3年9月24日)

水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づく排水基準を定める条例

（福岡県条例第８号）昭和48年3月31日

注：1）

    2）

    3）

    4）

    5）

    6）

    7）

「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。

この表に掲げる排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が50立方メートル以上である工場又は事業場に係る排出水につ

いて適用する。

水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する鉱業を含む。）に

属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。

水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量についての排水基準は、

水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行の際現にゆう出している温

泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。

生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用し、化学的酸

素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用する。

窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が

定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であって水の塩素イオン含有量が1リッ

トルにつき9,000ミリグラムを超えるものを含む。以下同じ。）として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水

域に排出される排出水に限って適用する。

燐(りん)含有量についての排水基準は、燐(りん)が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環

境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれ

らに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。

窒素含有量 －

燐含有量 －

溶解性マンガン含有量

クロム含有量

大腸菌群数

銅含有量

亜鉛含有量

溶解性鉄含有量

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量）

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量）

フェノール類含有量

浮遊物質量（SS）

化学的酸素要求量（COD）

項目

水素イオン濃度
（水素指数）（pH）

海域以外の公共用水域に排出されるもの：

海域に排出されるもの：

生物化学的酸素要求量（BOD）

項目名 排水基準

ダイオキシン類 10pg-TEQ/L以下
出典：ダイオキシン類対策特別措置法施行規則　総理府令第67号　平成11年12月27日

( 終改正：令和3年3月25日)
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2) 下水道等への放流に係る排除基準 

計画施設からの処理水等を下水道へ放流する場合には、下水道法（昭和 33 年 4 月 24 日）及び福岡

市下水道条例等に基づき、表 3.3.3-4 に示す下水排除基準が適用される。 

 

表 3.3.3-4 下水排除基準 

 

項目 下水排除基準値

温度 45    ℃  以下

水素イオン濃度 水素指数5以上9以下

生物化学的酸素要求量 600　　mg/L以下

浮遊物質量 600　　mg/L以下

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） 5    mg/L以下

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） 60    mg/L以下

よう素消費量 220    mg/L以下

カドミウム及びその化合物 0.03 mg/L以下

シアン化合物 1    mg/L以下

有機燐化合物 1    mg/L以下

鉛及びその化合物 0.1  mg/L以下

六価クロム化合物 0.5  mg/L以下

砒素及びその化合物 0.1  mg/L以下

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L以下

アルキル水銀化合物 検出されないこと

ポリ塩化ビフェニル 0.003mg/L以下

トリクロロエチレン 0.1  mg/L以下

テトラクロロエチレン 0.1  mg/L以下

ジクロロメタン 0.2  mg/L以下

四塩化炭素 0.02 mg/L以下

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/L以下

1,1-ジクロロエチレン 1    mg/L以下

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4  mg/L以下

1,1,1-トリクロロエタン 3    mg/L以下

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/L以下

1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg/L以下

チウラム 0.06 mg/L以下

シマジン 0.03 mg/L以下

チオベンカルブ 0.2  mg/L以下

ベンゼン 0.1  mg/L以下

セレン及びその化合物 0.1  mg/L以下

ほう素及びその化合物 230    mg/L以下

ふっ素及びその化合物 15    mg/L以下

1,4-ジオキサン 0.5  mg/L以下

フェノール類 5　  mg/L以下

銅及びその化合物 3    mg/L以下

亜鉛及びその化合物 2    mg/L以下

鉄及びその化合物（溶解性） 10    mg/L以下

マンガン及びその化合物（溶解性） 10    mg/L以下

クロム及びその化合物 2    mg/L以下

ダイオキシン類 10pg-TEQ/L以下

下
水
道
法

注：計画施設からの日平均排水量は未確定であるため、下水排除基準としては、日平均排水量50m
3
/日以上の

　　基準を適用した。

出典：下水道法施行令　昭和34年4月22日　政令第147号　( 終改正：平成29年9月1日)

　　　福岡市下水道条例　昭和37年8月27日　条例第44号　( 終改正：平成31年3月14日)

法令

福
岡
市
下
水
道
条
例
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騒音に係る規制 

1) 特定工場等に係る規制基準 

特定工場等に係る騒音は、「騒音規制法」等で規制されており、規制基準は表 3.3.4-1 に示すとお

りである。適用する区域の区分は図 3.3.4-1 に示すとおりであり、対象事業実施区域は第２種区域で

ある。 

 

表 3.3.4-1 特定工場等に係る騒音の規制基準 

 

  

45デシベル 50デシベル 45デシベル 45デシベル

50デシベル 60デシベル 50デシベル 50デシベル

65デシベル 65デシベル 65デシベル 55デシベル

70デシベル 70デシベル 70デシベル 65デシベル

時間の区分
朝（6時～8時） 昼間（8時～19時） 夕（19時～23時） 夜間（23時～6時）

区域の区分

第１種区域

第２種区域

第３種区域

第４種区域

地域の指定

第１種区域：第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域

　　　　　　第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域

第２種区域：主として、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域

　　　　　　　　　　近隣商業地域(容積率200％)、市街化調整区域、都市計画区域外

第３種区域：主として、近隣商業地域(容積率300％)、商業地域、準工業地域

第４種区域：主として、工業地域、工業専用地域

除外する区域：福岡空港

厚生省・農水省・通産省・運輸省告示第1号　昭和43年11月27日 ( 終改正：平成27年4月20日)
福岡市告示第74号　平成9年3月31日（ 終改正：福岡市告示第118号　令和3年3月29日）
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図 3.3.4-1 騒音規制法に係る規制地域の

指定状況 
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2) 特定建設作業騒音に係る規制基準 

特定建設作業騒音は、「騒音規制法」等で規制されており、規制基準は表 3.3.4-2 に示すとおりで

ある。適用する区域の区分は図 3.3.4-1 に示すとおりであり、対象事業実施区域は第１号区域であ

る。 

 

表 3.3.4-2 特定建設作業騒音の規制基準 

 

  

第１号区域 第２号区域

19:00～7:00でないこと 22:00～6:00でないこと

10時間を超えないこと 14時間を超えないこと

作業時間帯

規制種別

騒音の大きさ 85ｄＢ（作業場所の敷地境界において）

１日の作業時間

作業期間 連続６日を超えないこと

作業日 日曜その他の休日ではないこと

第1号区域： 騒音規制法に基づく騒音の指定地域のうち第1種区域、第2種区域及び第3種区域として定められた区域

の全域並びに第4種区域として定められた区域のうち次に掲げる施設の敷地の境界線から80m以内の区域

(1)学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定する学校

第2号区域： 第1号区域を除いた区域

厚生省・建設省告示第1号　昭和43年11月27日 ( 終改正：平成27年4月20日)
福岡市告示第74号　昭和61年4月1日（ 終改正：福岡市告示119号　令和3年3月29日）
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3) 自動車騒音の要請限度 

「騒音規制法」に基づく自動車騒音の要請限度は、表 3.3.4-3 に示すとおりである。 

適用する区域について、対象事業実施区域周辺は b 区域となっているが、その東側に隣接する住宅

地は a 区域である。 

 

表 3.3.4-3 自動車騒音の要請限度  

 

  

昼間
（6時～22時）

夜間
（22時～6時）

1 65デシベル 55デシベル

2 70デシベル 65デシベル

3 75デシベル 70デシベル

注：

a区域：

b区域： 福岡市指定告示により第2種区域として定められた区域

c区域： 福岡市指定告示により第3種区域及び第4種区域として定められた区域

　区域区分の指定

区　域　の　区　分
時間の区分

a区域及びb区域のうち1車線を有する道路に面する区域

a区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域

b区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域及びc区域
のうち車線を有する道路に面する区域

幹線交通を担う道路に近接する区域については、上表にかかわらず、昼間においては75デシベル、夜間においては70デシベル

とする。

騒音規制法に基づく騒音の指定地域及び規制基準(平成9年福岡市告示第74号)により第1種区域として定められた区域

騒音規制法第17条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める環境省令

昭和46年6月23日総・厚令第3号( 終改正：環境省令第32号　平成23年11月30日)

福岡市告示第86号　平成12年3月30日（ 終改正：福岡市告示第120号　令和3年3月29日）
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振動に係る規制 

1) 特定工場等に係る規制基準 

特定工場等に係る振動は、「振動規制法」等で規制されており、規制基準は表 3.3.5-1 に示すとお

りである。適用する区域の区分は図 3.3.5-1 に示すとおりであり、対象事業実施区域は第 1 種区域で

ある。 

表 3.3.5-1 特定工場等に係る振動の規制基準 

 
 

2) 特定建設作業振動に係る規制基準 

特定建設作業振動は、「振動規制法」等で規制されており、規制基準は表 3.3.5-2 に示すとおりで

ある。対象事業実施区域は第１号区域である。 
 

表 3.3.5-2 特定建設作業振動の規制基準  

 

 

3) 道路交通振動の要請限度 

「振動規制法」に基づく道路交通振動の要請限度は、表 3.3.5-3 に示すとおりである。適用する区

域の区分は図 3.3.5-1 に示すとおりであり、対象事業実施区域周辺は第１種区域である。 

 

表 3.3.5-3 道路交通振動の要請限度 

 
 

60デシベル 55デシベル

65デシベル 60デシベル

　第１種区域：主として第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、

　　　　　　　第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、

　　　　　　　近隣商業地域(容積率200％)、市街化調整区域

　第２種区域：主として近隣商業地域(容積率300％)、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域

時間の区分
昼間（8時～19時） 夜間（19時～8時）

区域の区分

第１種区域

第２種区域

環境庁告示第90号　昭和51年11月10日 ( 終改正：平成27年4月20日)
福岡市告示第77号　平成9年3月31日（ 終改正：福岡市告示第93号　令和2年3月23日）

作業期間 連続６日を超えないこと

作業日 日曜その他の休日ではないこと

第1号区域： 振動規制法に基づく振動の指定地域の全域

振動規制法施行規則　総理府令第58号　昭和51年11月10日( 終改正：令和3年3月25日)

福岡市告示第78号　平成9年3月31日（ 終改正：福岡市告示第23号　平成22年1月25日）

振動の大きさ 75ｄＢ（作業場所の敷地境界において）

作業時間帯 19:00～7:00でないこと

１日の作業時間 10時間を超えないこと

規制種別 第１号区域

65デシベル 60デシベル

70デシベル 65デシベル

時間の区分
昼間（8時～19時） 夜間（19時～8時）

区域の区分

第１種区域

第２種区域

注：区域の区分については、振動規制法に基づく特定工場等に係る振動の規制基準の区分と同じである

振動規制法施行規則　総務省令第58号　昭和51年11月10日( 終改正：令和3年3月25日)

区域の区分：福岡市告示第79号　昭和61年4月1日（ 終改正：福岡市告示第94号　令和2年3月23日）
時間の区分：福岡市告示第79号　昭和61年4月1日（ 終改正：福岡市告示第261号　令和元年12月21日）
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図 3.3.5-1 振動規制法に係る規制

地域の指定状況 
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悪臭に係る規制 

悪臭に係る規制基準として、悪臭防止法等において、「敷地境界線における特定悪臭物質の濃度に

係る規制基準」、「排出口における特定悪臭物質の流量又は濃度に係る規制基準」及び「排出水中にお

ける特定悪臭物質の濃度に係る規制基準」が定められている。 

なお、福岡市では市内全域が規制地域に指定されている。 

さらに、福岡市では、特定悪臭物質の濃度を規制するだけでは不十分な場合もあることから、これ

を補完する目的で「福岡市悪臭対策指導要綱」（平成７年６月１日）が策定されている。 

 

1) 敷地境界における特定悪臭物質の濃度に係る規制基準等 

敷地境界における特定悪臭物質の濃度については、「悪臭防止法」等で規制されており、規制基準は

表 3.3.6-1 に示すとおりである。 

また、福岡市悪臭対策指導要綱において表 3.3.6-2 に示す臭気指数による指導基準が定められてい

る。 

 

表 3.3.6-1 悪臭の規制基準 

  

単位:ppm
規制基準

1.0以下

0.002以下

0.02以下

0.01以下

0.009以下

0.005以下

0.05以下

0.05以下

0.009以下

0.02以下

0.009以下

0.003以下

0.9以下

3.0以下

1.0以下

10.0以下

0.4以下

1.0以下

0.03以下

0.001以下

0.0009以下

0.001以下
出典：悪臭防止法施行規則 昭和47年5月30日

( 終改正：令和3年3月25日)

福岡市告示第4号　平成8年1月4日

  イソ吉草酸

  ノルマルバレルアルデヒド

  イソバレルアルデヒド

  イソブタノール

  酢酸エチル

  メチルイソブチルケトン

  トルエン

  スチレン

  キシレン

  プロピオン酸

  ノルマル酪酸

  ノルマル吉草酸

  イソブチルアルデヒド

物質名

  アンモニア

  メチルメルカプタン

  硫化水素

  硫化メチル

  二 硫 化 メ チ ル

  トリメチルアミン

  アセトアルデヒド

  プロピオンアルデヒド

  ノルマルブチルアルデヒド



3-87 

 

 

表 3.3.6-2 指導基準（敷地境界） 

 

出典：福岡市悪臭対策指導要綱 平成 7 年 6月 1日 

 

2) 排出口における特定悪臭物質の流量又は濃度に係る規制基準 

ア 特定悪臭物質（メチルメルカプタン、硫化メチル、二硫化メチル、アセトアルデヒド、スチレ

ン、プロピオン酸、ノルマル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く）の種類ごとに、次の

式により算出した流量とする。 

 ｑ 0.108 Ｈｅ ∙Ｃｍ 

  ｑ：悪臭物質の流量（0℃、1気圧の m3/時） 

 Ｈｅ：補正された気体排出口の高さ（ｍ） 

 Ｃｍ：敷地境界における規制基準（ppm） 

 補正された気体排出口の高さ（Ｈｅ）が 5ｍ未満となる場合については、この式は適用しない。 

 

イ 気体排出口の高さの補正は、次の算式により行う。 

 Ｈｅ Ｈｏ 0.65 Ｈｍ Ｈｔ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈｅ：補正された気体排出口の高さ（ｍ） 

 Ｈｏ：気体排出口の実高さ（ｍ） 

 Ｈｍ：吐出速度による排煙の上昇分 

 Ｈｔ：浮力（排煙と大気の温度差）による排煙の上昇分。陣笠煙突、T字型、H字型煙突は He＝H0 とする。 

  Ｑ：温度 15 度における排出ガスの流量（m3/秒） 

  Ｖ：排出ガスの排出速度（ｍ/秒） 

  Ｔ：排出ガスの温度（絶対温度） 

 

また、福岡市悪臭対策指導要綱において、表 3.3.6-3 に示す臭気指数による指導基準が定められ

ている。  

指導基準（臭気指数）

10

区分

敷地境界

Ｈｍ
0.795 ＱＶ

1
2.58
Ｖ

 

Ｈｔ 2.01 10 Ｑ Ｔ 228 2.30 logＪ
1

Ｊ
1  

Ｊ

1460 296
Ｖ

Ｔ 288

ＱＶ

1 
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表 3.3.6-3 指導基準（排出口） 

 

出典：福岡市悪臭対策指導要綱 平成 7 年 6月 1日 

 

3) 事業場の敷地外に排出される排出水中における規制基準 

特定悪臭物質（メチルメルカプタン、硫化水素、硫化メチル、二硫化メチル）の種類ごとに次の式

により算出した濃度とする（k の値は表 3.3.6-4 参照）。ただし、メチルメルカプタンについては、算

出した排出水中の濃度の値が１L につき 0.002 ㎎未満の場合に係る排出水中の濃度の許容限度は、１

L につき 0.002 ㎎とする。 

ＣＬｍ=ｋ×Ｃｍ 

この式において、ＣＬｍ、ｋ及びＣｍは、それぞれ次の値を表すものとする。 

ＣＬｍ：排出水中の濃度（単位：１Lにつき㎎） 

ｋ ：表 3.3.6-4 に示す値（単位 １Lにつき㎎） 

Ｃｍ ：「１ 事業場の敷地の境界線の地表における特定悪臭物質および規制基準」に規定する特定悪 

臭物質の許容限度（単位：ppm） 

 

表 3.3.6-4 排水中の濃度を求める式におけるｋの値 

特定悪臭物質 排出水の量 k 

メチルメルカプタン 

0.001 立方メートル毎秒以下の場合 16 

0.001 立方メートル毎秒を超え、0.1 立方メートル毎秒

以下の場合 

3.4 

0.1 立方メートル毎秒を超える場合 0.71 

硫化水素 

0.001 立方メートル毎秒以下の場合 5.6 

0.001 立方メートル毎秒を超え、0.1 立方メートル毎秒

以下の場合 

1.2 

0.1 立方メートル毎秒を超える場合 0.26 

硫化メチル 

0.001 立方メートル毎秒以下の場合 32 

0.001 立方メートル毎秒を超え、0.1 立方メートル毎秒

以下の場合 

6.9 

0.1 立方メートル毎秒を超える場合 1.4 

二硫化メチル 

0.001 立方メートル毎秒以下の場合 63 

0.001 立方メートル毎秒を超え、0.1 立方メートル毎秒

以下の場合 

14 

0.1 立方メートル毎秒を超える場合 2.9 

出典：福岡市 悪臭防止法に基づく規制地域及び規制基準 

（昭和 48 年 5 月 31 日 福岡市告示第 82 号 終改正 平成 8年 1月 4日福岡市告示 4号） 

指導基準（臭気指数）

排出口の高さ　5m以上15m未満

　かつ排ガス量が300Nm3/分以上
25

排出口の高さ　5m以上30m未満 28

排出口の高さ 30m以上50m未満 30

排出口の高さ 50m以上 33

区分

排出口
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土壌汚染対策法 

土壌汚染対策法（平成 14 年 5 月 29 日）では、地下水の摂取などによるリスクの観点から 26 物質

（特定有害物質）について土壌溶出量基準が、直接摂取によるリスクの観点からこれら 26 物質のう

ち 9 物質について土壌含有量基準が設定されており、土壌汚染状況調査の結果、当該基準に適合して

いない場合、その土地を健康被害のおそれの有無に応じて、要措置区域又は形質変更時要届出区域に

指定することとなる。土壌汚染に係る区域指定の基準は表 3.3.7-1 に示すとおりである。 

なお、使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地であった土地、一定規

模（3,000m2）以上の土地の形質の変更が行われる場合、土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがあ

る土地について、必要に応じて調査を実施する必要がある。 

 

表 3.3.7-1 土壌汚染に係る区域指定の基準 

 

分類

0.002以下 0.02以下

0.002以下 0.02以下

0.004以下 0.04以下

項目
含有量基準

（指定基準）
（mg/kg）

溶出量基準
（指定基準）

（mg/L）

第二溶出量基準
（mg/L）

1,2-ジクロロエタン －

四塩化炭素 －

特
定
有
害
物
質
（

土
壌
汚
染
対
策
法
）

揮
発
性
有
機
化
合
物

（

第
1
種
特
定
有
害
物
質
）

クロロエチレン －

0.1以下 1以下

1,2-ジクロロエチレン － 0.04以下 0.4以下

1,1-ジクロロエチレン －

0.002以下 0.02以下

ジクロロメタン － 0.02以下 0.2以下

1,3-ジクロロプロペン －

0.01以下 0.1以下

1,1,1-トリクロロエタン － 1以下 3以下

テトラクロロエチレン －

0.006以下 0.06以下

トリクロロエチレン － 0.01以下 0.1以下

1,1,2-トリクロロエタン －

0.01以下 0.1以下

重
金
属
等

（

第
2
種
特
定
有
害
物
質
）

カドミウム及びその化合物
カドミウム

45以下

ベンゼン －

カドミウム
0.003以下

カドミウム
0.09以下

六価クロム化合物
六価クロム
250以下

六価クロム
0.05以下

六価クロム
1.5以下

シアンが検出され
ないこと

シアン1以下

水銀及びその化合物 水銀15以下 水銀0.0005以下 水銀0.005以下

シアン化合物 遊離シアン50以下

うちアルキル水銀 検出されないこと 検出されないこと

セレン及びその化合物 セレン150以下 セレン0.01以下 セレン0.3以下

鉛及びその化合物 鉛150以下 鉛0.01以下 鉛0.3以下

砒素0.01以下 砒素0.3以下

ふっ素及びその化合物 ふっ素4000以下 ふっ素0.8以下 ふっ素24以下

砒素及びその化合物 砒素150以下

ほう素及びその化合物 ほう素4000以下

チウラム －

0.003以下

チオベンカルブ －

ほう素1以下 ほう素30以下

0.003以下 0.03以下

注：mg/kg（土壌1キログラムにつきミリグラム）、mg/L（検液1Lにつきミリグラム）

出典：土壌汚染対策法施行規則 環境省令第29号 平成14年12月26日　( 終改正：令和3年3月25日)

有機りん化合物
（パラチオン、メチルパラチオン、メ
チルジメトン及びEPNに限る。）

－

0.006以下 0.06以下

0.02以下 0.2以下

ポリ塩化ビフェニル － 検出されないこと

農
薬
等

（

第
3
種
特
定
有
害
物
質
）

シマジン －

検出されないこと 1以下
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地下水の採取に係る規制 

対象事業実施区域及びその周辺において、「工業用水法」及び「建物用地下水の採取の規制に関する

法律」に基づき、地下水採取が規制されている地域はない。 

 

自然環境法令等による指定状況 

1) 自然公園法に基づく地域の指定状況 

対象事業実施区域及びその周辺には、「自然公園法」に基づく国立公園指定はないが、対象事業実施

区域の北（概ね 2.0～2.5km）の博多湾及びその沿岸、南から南西（概ね 1.5～3.0km）の叶岳、高祖山

周辺は玄海国定公園に指定されている（図 3.3.9-1 参照）。 

 

2) 自然環境保全法に基づく地域の指定状況 

対象事業実施区域及びその周辺には、「自然環境保全法」に基づく、自然環境保全地域は指定されて

いない。 
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図 3.3.9-1 玄海国定公園区域 
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3) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（鳥獣保護管理法）に基づく地域地区の指定

状況 

対象事業実施区域及びその周辺の「鳥獣の保護及び管理並びに及び狩猟の適正化に関する法律（鳥

獣保護管理法）」に基づく、鳥獣保護区等の指定状況は、表 3.3.9-1 及び図 3.3.9-2 に示すとおりで

ある。 

対象事業実施区域周辺には、鳥獣保護区として福岡市鳥獣保護区が指定されている。 

また、特定猟具（銃器）使用禁止区域として金武、室見川流域及び田尻・太郎丸が指定されてい

る。 

 

表 3.3.9-1 （1/2） 県指定鳥獣保護区の指定状況 

 

 

表 3.3.9-1 （2/2）  特定猟具（銃器）使用禁止区域の指定状況 

 

 

 

  

番号 名　　称 面積（ha） 期　限

20 福岡市 26,417 R8.11.14

注：番号は図3.3.9-2中の番号を示す。

出典：福岡県ホームページ（令和３年度福岡県鳥獣保護区等位置図）

番号 名　　称 面積（ha） 期　限

16 金武 71 R4.11.14

35 室見川流域 2,216 R7.11.14

61 田尻・太郎丸 196 R9.11.14

出典：福岡県ホームページ（令和３年度福岡県鳥獣保護区等位置図）

注：番号は図3.3.9-2中の番号を示す。
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図 3.3.9-2 対象事業実施区域及びその

周辺における鳥獣保護区等の指定状況 
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4) 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（種の保存法）に基づく生息地等保護区の

指定状況 

対象事業実施区域及びその周辺には、「種の保存法」に基づく、生息地等保護区は指定されていな

い。 

 

5) 森林法に基づく指定状況 

対象事業実施区域の北西から南東には森林地域が接しており、北西から南西にかけては地域森林計

画対象民有林、その南から南東は国有林（快適環境形成タイプ1）となっている。 

また、西から南西に接する地域森林計画対象民有林の一部、その南に接する国有林は保安林（土砂

流出防備保安林2）に指定されている（図 3.3.9-3 参照）。 

  

 
1 騒音の低減や大気の浄化、木陰の提供等による気象緩和等人間の居住環境を良好な状態に保全する機能を

重点的に発揮すべき森林として指定される。 
2 下流に重要な保全対象がある地域で土砂流出の著しい地域や崩壊、流出のおそれがある区域において、林

木及び地表植生その他の地被物の直接間接の作用によって、林地の表面侵食及び崩壊による土砂の流出を

防止する目的で指定される。 
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図 3.3.9-3 対象事業実施区域及びその

周辺における森林地域の指定状況 
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6) 風致地区等 

対象事業実施区域及びその周辺における「都市計画法」に基づく風致地区は表 3.3.9-2 に示すとお

りである。 

また、「都市緑地法」に基づく特別緑地保全地区は表 3.3.9-3 に示すとおりである。 

これらの風致地区、特別緑地保全地区の位置は図 3.3.9-4 に示すとおりである。 

 

表 3.3.9-2 対象事業実施区域及びその周辺における風致地区 

 

 

表 3.3.9-3 対象事業実施区域及びその周辺における特別緑地保全地区 

 

 

 

  

（平成29年3月31日現在）

地区名 計画年月 面積(ha)

小戸 H11.6 26.1

出典：都市緑化データベース（国土交通省）

（平成29年3月31日現在）

地区名 計画決定年 面積(ha) 緑地の種類 指定要件

拾六町 S50.2.27 0.6 樹林地
神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となって、又は伝承若
しくは風俗慣習と結びついて当該地域において伝統的又は文
化的意義を有するもの

野方西 H9.12.25 1.3 樹林地

野方 H9.12.25 0.6 樹林地

出典：都市緑化データベース（国土交通省）

風致又は景観が優れており、当該地域の住民の健全な生活環
境を確保するため必要なもの
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図 3.3.9-4 対象事業実施区域及びその

周辺における風致地区・特別緑地保全地区 
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7) 景観計画 

福岡市では「都市景観形成基本計画」（昭和63年３月）を上位計画とし、その目指すべき都市像

や基本目標の実現に向けた、良好な景観形成のための方針、基準を示すものとして「福岡市景観計

画」（平成24年４月、令和２年３月改定）が策定されている。このなかで、景観計画区域のゾーン

が区分されており、対象事業実施区域及びその西から南は山の辺・田園ゾーンに、北から東は一般

市街地ゾーンとされている。都市計画ゾーン区分を図 3.3.9-5に示す。 
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出典：福岡市景観計画（平成 24 年４月、令和２年３月改定） 

図 3.3.9-5 都市計画ゾーン区分図  

● 

対象事業実施区域 
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文化財保護法に基づく史跡・名勝・天然記念物等 

対象事業実施区域及びその周辺における「文化財保護法」、「福岡県文化財保護条例」、「福岡市文

化財保護条例」に基づく、史跡・名勝・天然記念物等の指定状況は表 3.3.10-1 及び図 3.3.10-1 に

示すとおりである。 

 

表 3.3.10-1 対象事業実施区域及びその周辺における史跡・名勝・天然記念物等 

 

 

 

  

区分 指定機関 番号 名称 所在地

史跡 国 1 元寇防塁 西区今津ほか

国 2 今宿古墳群（鋤崎古墳）　 西区今宿青木字鋤崎

国 3 野方遺跡 西区野方

福岡市 4 草場古墳群 西区生の松原

天然記念物 国 5 長垂の含紅雲母ペグマタイト岩脈 西区今宿青木

注：番号は図3.3.10-1に対応する。
　　　　　　　　出典：福岡県文化財保護課（福岡県の文化財）

　　　　　　　　　　　福岡市経済観光文化局（福岡市の文化財）
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図 3.3.10-1 対象事業実施区域周辺

における史跡・名勝・天然記念物等 



3-102 

 

防災関連法令等による指定状況等 

1) 土砂災害警戒区域 

対象事業実施区域内に、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に

基づき、急傾斜地の崩壊のおそれのある土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が存在する。ま

た、対象事業実施区域の大部分が土石流発生のおそれのある土砂災害警戒区域又は土砂災害特別警戒

区域となっている（図 3.3.11-1 参照）。 

 

2) 砂防指定地 

対象事業実施区域の南西から西、北側を流れる福寿谷川及び福寿谷川左支川は、「砂防法」に基づく

砂防指定地となっている。 

 

3) 急傾斜地崩壊危険区域 

対象事業実施区域には、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」に基づく急傾斜地崩壊

危険区域に指定された区域は存在しない。 

 

4) 地すべり防止区域 

対象事業実施区域には、「地すべり等防止法」に基づく地すべり防止区域に指定された区域は存在

しない。 

 

5) 地震等による被害予想 

対象事業実施区域及びその周辺において、「地震に関する防災アセスメント調査報告書」（平成 24 年

３月 福岡県）によると、警固断層南東部を震源とする地震が発生した場合、対象事業実施区域周辺で

の震度は、５強～６弱とされている。また、同様の地震が発生した場合の液状化危険度について、対

象事業実施区域周辺は「低い」とされている（図 3.3.11-2、図 3.3.11-3 参照）。 
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図 3.3.11-1 土砂災害警戒区域

（急傾斜地の崩壊、土石流） 
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図 3.3.11-2 震度分布図（警固断

層南東部（破壊開始：中央下部)） 
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図 3.3.11-3 液状化分布図（警固断

層南東部（破壊開始：中央下部）） 
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4 その他の必要な事項 

公害苦情件数 

福岡市及び西区における公害苦情件数を表 3.4.1-1 に示す。 

福岡市における令和元年度の公害苦情件数（総数）は 460 件であった。また、その内訳については騒

音に係るものが約半数を占めている。 

西区についてみると、総数は 51 件であり、騒音、水質汚濁、悪臭及び大気汚染の順に多かった。 

 

表 3.4.1-1 公害苦情件数 

 

  

大気 水質

汚染 汚濁

　　　27年度  397  59  45  191  10  86  6

　　　28年度  361  59  48  185  14  55 －

　　　29年度  408  63  49  209  17  63  7

　　　30年度  471  96  50  233  18  69  5

令和元年度 460 89 52 251 19 46 3

 51  5  12  29 －  5 －

出典：福岡市統計書（令和2年（2020年）版）福岡市

悪臭 その他
区

全
市

西区(令和元年度)

年　　度
総数 騒音 振動
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地方公共団体等が実施する環境の保全に関する計画 

1) 福岡県環境総合ビジョン（第四次福岡県環境総合基本計画） 

福岡県では、『豊かな環境が支える県民幸福度日本一の福岡県』を目指す「福岡県環境総合ビジョ

ン（第三次福岡県環境総合基本計画）」を平成 24 年度に策定（計画期間：平成 25 年度～平成 29 年

度）し、各種施策が推進されてきた。 

その結果、平成 28 年度末時点で、当該計画で設定した 18 の指標のうち、14 項目で目標を達成して

いる。 

一方、国内外では、下記のような様々な状況の変化が生じていることから、これまでの成果を踏ま

えつつ、このような状況の変化に的確に対応するため、特に SDGs の考え方を活かして、新たな「福岡

県環境総合ビジョン（第四次福岡県環境総合基本計画）」が平成 30 年 3 月に策定された。 

〇持続可能な社会への国際的な取組み 

〇地球温暖化対策の進展 

〇循環型社会への国際的な取組みの進展 

〇各分野における生物多様性主流化への取組み 

〇度重なる大規模災害の発生と災害廃棄物処理 

〇福岡県総合計画の策定 

第四次福岡県環境総合基本計画では、「県民幸福度日本一」の福岡県を目指す福岡県総合計画を踏

まえて、環境の視点から、前計画に引き続いて、7 つの柱を設定し、柱ごとに目指す姿と、現状と課

題、施策の方向、目標・指標が示されている。 

《7つの柱》 

（１）低炭素社会の推進 

① 温室効果ガスの排出削減と吸収源対策（緩和策） 

② 気候変動の影響への適応（適応策） 

（２）循環型社会の推進 

① 資源の消費抑制、資源循環利用の推進 

② 資源循環利用に関する産業の育成 

③ 廃棄物の適正処理による環境負荷の低減 

（３）自然共生社会の推進 

① 生物多様性の保全と自然再生の推進 

② 生物多様性の持続可能な利用 

（４）健康で快適に暮らせる生活環境の形成 

① 統合的な対策 

② 大気環境の保全 

③ 水環境の保全 

④ 土壌環境の保全 

⑤ 化学物質等による環境・健康影響対策 

⑥ その他の生活環境の保全 

（５）国際環境協力の推進 

① 環境技術・ノウハウを活用した国際協力の推進 

② 民間国際環境協力の促進 



3-108 

 

（６）経済・社会のグリーン化とグリーンイノベーションの推進 

① 経済・社会のグリーン化の推進 

② グリーンイノベーションの推進 

（７）持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり 

① 地域資源を活かした魅力ある地域づくりの推進 

② 環境を考えて行動する人づくりの推進 

 

2) 福岡県廃棄物処理計画 

福岡県では、廃棄物処理法第 5 条の 5 第 1 項の規定に基づき、令和３年３月に、令和３年度から令

和７年度までの５年間を計画期間とする「福岡県廃棄物処理計画」を策定している。 

また、環境分野における福岡県の基本計画である福岡県環境総合基本計画（福岡県環境総合ビジョ

ン）を支える計画として、一般廃棄物及び産業廃棄物の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）を更に

推進し、廃棄物の適正な処理を確保することにより福岡県が目指す循環型社会の形成を実現するため

に、廃棄物行政の分野における諸施策を整理して提示している。 

 

・一般廃棄物の令和７年度の目標 

 

・産業廃棄物の令和７年度の目標 

 

出典：福岡県廃棄物処理計画 
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3) 福岡市新世代環境都市ビジョン 

福岡市では、複雑・多様化する環境問題と、関連する社会・経済の情勢の変化に対応しながら、長

期的展望に立って環境都市づくりを推進するための指針として、「福岡市新世代環境都市ビジョン」

を平成 25 年（2013 年）３月に策定している。 

本ビジョンでは、現行の福岡市環境基本計画（第２次：平成 18 年策定）の「めざすべき姿」などを

引き継ぎながら、一方で、社会・経済と環境の統合的向上による新たな価値の創出を目指している。

そのため、従来の環境分野に比べ、安全・安心、ビジネス、交通、教育等の社会・経済の要素もより

幅広く取り込む形で、2050 年の将来像を設定している。 

また、環境基本計画や環境分野の個別計画だけでなく、地域社会のあり方や経済活動に深く関係す

る他の行政分野の計画においても、今後、策定・改定を行う際に本ビジョンが環境都市づくりの面で

指針となるものと位置づけている。 

 

・取組の方向性 

 
出典：福岡市新世代環境都市ビジョン 
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4) 福岡市環境基本計画（第三次） 

福岡市では、環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的施策の大綱を定めるものとして、

「福岡市環境基本条例（平成８年福岡市条例第41号）に基づいて、「福岡市環境基本計画」を策定

している。この計画は、「福岡市基本計画」を環境面から総合的・計画的に推進するための基本指

針として、「福岡市新世代環境都市ビジョン」と並んで、環境分野における部門別計画・指針等と

して位置付けられている計画である。 

この計画では、21世紀全体を見据えたまちの姿を描きつつ、2024年度までの取組みの方向性を定

めている。 

 

・施策の体系 

 

出典：福岡市ホームページ 福岡市の環境「福岡市環境基本計画（第三次）」 
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5) 福岡市環境配慮指針 

福岡市環境配慮指針は、福岡市が環境基本計画（第三次）で掲げた＜めざすまちの姿＞「豊かな

自然と歴史に育まれ、未来へいのちつなぐまち」を実現するために、事業者に対して福岡市内の自

然環境や生活環境の情報などを提供することにより、環境影響評価法及び福岡市環境影響評価条例

に基づいた環境影響評価（環境アセスメント）を行う場合の基礎資料としての利用のほか、法及び

条例の対象とならない規模の小さな事業についても本指針を活用して自己評価に基づく自主的な環

境配慮に取り組むことを目的としている。 

本方法書では、「1.5 動物、植物、生態系の状況」（p.3-34～3-42）における既存資料として

本指針を活用した。 

 

・指針の使い方 

 

出典：福岡市ホームページ 福岡市の環境「福岡市環境配慮指針（改定版）」（令和3年12月現在） 
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この指針では、自然的・社会的条件を考慮して、市域を大きく8つの地域特性区分に分類し、各

地域特性区分に従い、それぞれの地域で必要な環境配慮事項を示しており、本事業の地域特性区分

は「内陸部（市街住宅地域）」に該当する。内陸部（市街住宅地域）における環境配慮事項及び環

境配慮の要点は表 3.4.2-1に示す。また、この指針では、事業特性別の環境配慮事項も整理されて

おり、本事業は「ごみ焼却施設整備事業」に該当する。ごみ焼却施設整備事業における環境配慮事

項を表 3.4.2-2に示す。 

 

表 3.4.2-1 内陸部（市街住宅地域）における環境要素ごとの環境配慮事項と環境配慮の要点 

環境配慮の対象

とする環境要素 
環境配慮事項 環境要素ごとの環境配慮の要点 

環境の自然的構

成要素の良好な

状態の保持 

周辺環境への大気汚染、騒音

や振動、車両の走行による渋

滞の助長対策 

排水による水質汚濁、幹線道路沿線での大気汚

染、騒音・振動などの公害発生の防止に努める。

また、ヒートアイランド現象緩和のため風の道を

確保するなど、建築物の配置を検討する。 大気汚染や水質汚濁などの公

害発生の防止 

生物の多様性の

確保及び自然環

境の体系的保全 

生態系への影響の軽減対策 周辺緑地や水辺環境との連続性を考慮した緑地整

備・管理を行い、生物の生息空間の創出、生態系

ネットワークの形成に配慮する。 
貴重・希少生物等の生息・生

育環境の保全 

外来生物対策 

人と自然との豊

かな触れ合いの

確保 

人と自然との触れ合いを考慮

した施設構造の検討 

山地・丘陵地域から連なる緑のネットワークを分

断しないよう緑地や水辺空間の適切な配置に努め

る。 

環境への負荷の

低減 

環境負荷の低減を考慮した計

画 

廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用のほか、再

生可能エネルギーの利用，省エネルギー施設・燃

料電池・雨水利用施設の導入等を検討する。 

出典：福岡市ホームページ 福岡市の環境「福岡市環境配慮指針（改定版）」（令和3年12月現在） 

 

表 3.4.2-2 ごみ焼却施設整備事業における環境配慮事項 

環境配慮の対象とする環境要素 配慮事項 

A 
環境の自然的構成要素の良好な

状態の保持 

排ガス、粉じん、騒音・振動、光害の影響低減 

地形・地質・土壌への影響低減 

住民の安全・生活の維持 

水環境への影響低減 

ヒートアイランド現象の影響低減 

B 
生物の多様性の確保及び自然環

境の体系的保全 

生物が生息・生育する場所や条件への影響軽減 

動物の移動経路の確保、行動習性に配慮した付帯施設の設置 

生物の生息・生育環境に連続性を持たせる 

貴重・希少生物の保存 

外来種の侵入・拡散防止 

C 
人と自然との豊かな触れ合いの

確保 

良好な景観の維持・創出 

人と自然との触れ合いの確保 

歴史的・文化的資源の保全 

D 環境への負荷の低減 
廃棄物削減・資源の循環利用 

温室効果ガス排出削減 

出典：福岡市ホームページ 福岡市の環境「福岡市環境配慮指針（改定版）」（令和3年12月現在） 
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6) 生物多様性ふくおか戦略 

戦略の位置付け 

本戦略は、「生物多様性基本法」第 13 条に定められた生物多様性地域戦略であり、「生物多様性

国家戦略」を踏まえて、2013 年に策定している。 

また、「福岡市新・基本計画」並びに「福岡市環境基本条例」に基づいて策定している「福岡市環

境基本計画」を踏まえ、福岡市の生物多様性の保全と持続可能な利用を促進することで福岡市の魅

力を増進するという観点から、行政・まちづくりの基本的方向性を示すものである。 

 

戦略の期間 

多くの生物が複雑に絡み合い構成されている生物多様性を維持・向上していくためには、非常に

長い期間と継続的な取り組みが必要であると考えられる。また、上位に位置づけられる「生物多様

性国家戦略」が「100年後も豊かな生物多様性を守り続けるために」という考えに基づいて策定さ

れていることも踏まえ、本戦略の期間も100年間とし、長期目標の100年後を見据えつつ、当面10年

程度の取り組みをとりまとめている。 

 

戦略の対象地域 

本戦略の対象地域は、福岡市新・基本計画の対象とする福岡市全域としている。 

ただし、生物多様性に関する問題は、山地の連なりや河川の流域など行政区域の外側とも密接な

関係を持つほか、野性生物、人、ものの移動を介した国内外の生物多様性への影響なども考慮する

必要があり、対象地域を越え、広域に視野を広げた取り組みも検討する。 

 

戦略の理念 

「生物多様性国家戦略」の「生物多様性の保全及び持続可能な利用の理念」を本戦略の理念として

以下のとおり示している。 

①すべての生命が存立する基盤を整える 

②人間にとって有用な価値を持つ 

③豊かな文化の根源となる 

④将来にわたる暮らしの安全性を保証する 

  



3-114 

 

また、100年後の将来像を全体目標と地域別目標に区分し、各地域特性に伴った地域別目標を示

している。 

・100年後の将来像 

 

出典：福岡市ホームページ 福岡市の環境「生物多様性ふくおか戦略」 

 

戦略の方向性 

福岡市の生物多様性のポテンシャルを踏まえた方向性を、本戦略の基本的方向として示すととも

に、当初10年間の基本的方向及び施策の方向性を次のように定めている。 

①：市民が生物多様性を理解し、その保全の重要性を認識し、行動できるよう生物多様性を広く

社会に浸透させます 

②：ふくおかの魅力が生物多様性の恵みに支えられていることを理解し、重要性を認識できる人

や組織の形成を支援します 

③：海洋、島しょ、干潟、平野、丘陵、山地、河川など、ふくおかの多様な生物の生息環境を守

るとともに、中心市街地や港湾地域においては、再生・復元を行い、山、川、平野、海のつ

ながりを確保します 

④：動物、水生生物、植物などふくおかの貴重な生きものを守り、豊かな生物相の回復を目指し

ます 

⑤：ふくおかの地理的特性を活かして生物多様性に配慮したまちづくりを推進します 

⑥：安心して暮らせるふくおかの都市基盤をつくります 

⑦：生物多様性の恵みを活かしてふくおかの魅力を増進します 

⑧：生物多様性に育まれてきたふくおか固有の文化を継承します 

⑨：生物多様性の恵みを活かして新たなふくおかの文化を創造します 

⑩：ふくおかの生物多様性を支える多様な主体、多様な地域との協力関係を構築し、連携した取

り組みを推進します 

⑪：ふくおかの生物多様性を支える多様な主体、多様な地域と連携していくための仕組みやルー

ルを構築します  
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7) 循環のまち・ふくおか推進プラン（第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画） 

福岡市では、平成 23 年 12 月に「新循環のまち・ふくおか基本計画」（第４次福岡市一般廃棄物処理

基本計画）を策定し、「元気が持続する循環のまち・ふくおか」をテーマとして「福岡式循環型社会シ

ステムの構築」に市民・事業者とともに推進してきた。その結果、市民１人１日あたりの家庭ごみ処

理量や１事業所１日あたりの事業系ごみ処理量は減少している。 

一方、人口は前計画の想定を上回って増加し、事業所数も増加している。また、平成 27 年の「持続

可能な開発目標（SDGs）」の採択、プラスチックごみや食品ロスの削減など新たな課題への対応も求め

られている。 

「循環のまち・ふくおか推進プラン（第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画）」は、これらの状況の

変化や新たな課題に対応するとともに、発生抑制や再使用に重点を置いた３Ｒの取組みにより「福岡

式循環型社会システムの構築」を一層推進するものである。 

 

計画期間 

変化が予想される社会環境や 2019 年（令和元年）に発生した新型コロナウイルス感染症による社

会経済活動への影響にも柔軟に対応していくため、長期的なごみ減量への基本方針を定めた「長期

ビジョン」と５年ごとに具体的な施策を定める「実行計画」を策定するものとして、計画期間は以下

に示すとおりである。 

 

基準年度：2019 年度（令和元年度）  

循環のまち・ふくおか推進プラン（長期ビジョン） 10 年間（目標年度：2030 年度） 

〈第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画〉 2021～2030 年度（令和 3～12 年度） 

第１期 実行計画 
５年間（中間目標年度：2025 年度） 

2021～2025 年度（令和 3～7 年度） 

第２期 実行計画 
５年間（目標年度：2030 年度） 

2026～2030 年度（令和 8～12 年度） 

出典：循環のまち・ふくおか推進プラン（第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画） 

 

テーマ・基本方針 

① テーマ 

SDGsの理念を踏まえ、「循環のまち・ふくおか」の取組みをさらに進化させ、将来世代に繋いで

いくためのチャレンジであることから、テーマは「みんなでつくろう！ 活力ある未来へつなぐ 

（循環のまち・ふくおか）」とし、発生抑制と再使用の２Ｒに重点を置いた３Ｒの取組みを推進す

る。 

② 基本方針 

テーマの実現に向けて、以下に掲げる４つの基本方針を掲げ、施策を推進する。 

基本方針１  都市特性を踏まえた循環型社会づくり 

基本方針２  イノベーションとコミュニティによる地域循環共生圏の創造 

基本方針３  持続可能なライフスタイルとビジネススタイルへの転換 

基本方針４  適正処理の更なる推進  
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計画の目標 

① 数値目標 

長期ビジョンで掲げたテーマを実現するため、次の３つの数値目標を設定している。 

・数値目標１ ごみ処理量 目標年度（2030 年度）までに基準年度（2019 年度）より３.５万トン

削減 

・数値目標２ 市民１人１日あたりの家庭ごみ処理量 基準年度（2019 年度）に比べ 25ｇ削減 

・数値目標３ １事業所１日あたりの事業系ごみ処理量 基準年度（2019 年度）に比べ３㎏削減 

 

② 取組指標 

施策の効果を多面的に把握するため、「環境配慮型商品を購入する市民の割合の向上」をはじめと

し 13 の取り組み指標を設定している。 

 

施策の推進 

① 施策の体系 

４つの基本方針と施策の方向性に基づき、具体的な施策を定める実行計画を策定 

 

出典：循環のまち・ふくおか推進プラン（概要） 
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② 重点３品目 

ごみ減量・リサイクルの更なる取組みにつなげていくため、可燃ごみ組成の上位３品目である古

紙、プラスチックごみ、食品廃棄物の３種類を重点３品目と位置付け、重点的な減量施策を実施す

る。 

【施策の方向性】 

 ・ペーパーレス化の推進 

・再生紙の優先利用の促進 

・雑がみの認知度向上 

・地域特性に応じた地域集団回収の促進策検討 

・事業系古紙の資源化推進 

 

・業界団体と連携したバイオマスプラスチック等の代替素材 

の普及・促進 

・産学官連携による環境配慮型商品の開発支援 

・マイバッグ・マイボトルの普及・促進 

・適正分別の周知徹底 

・プラスチックごみ処理のあり方検討 

・事業者の地域清掃活動への参加促進 

 ・駅、空港、宿泊施設等の施設特性に応じた３Ｒ推進モデル 

事業の実施 

・多様な主体との連携による資源化の取組み支援 

・消費期限等の理解促進、フードドライブの推進 

・事業系食品廃棄物の資源化推進 

出典：循環のまち・ふくおか推進プラン 

 

 

  

古紙 

 
プラス 

チック 

ごみ 

 
食品 

廃棄物 
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8) 福岡市地球温暖化対策実行計画 

福岡市は、本計画を「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条に規定される計画、及び「気候

変動適応法」第 12 条に基づく計画として位置づけ、平成 28 年に策定している。また、「福岡市環境基

本条例」に定められた「福岡市環境基本計画（第三次）」を推進するための地球温暖化対策についての

部門別計画としても位置づけている。 

本計画では温室効果ガス削減施策について、家庭部門、業務部門、運輸（自動車）部門ごとに削減

目標を掲げ、排出量の削減目標の基準年度を 2013（平成 25）年度とし、中期目標年度は 2030（平成

42）年度、長期目標 年度は 2050（平成 62）年度としている。 

なお、福岡市では都市の新たな成長機会につなげていくため、2040 年度温室効果ガス排出実質ゼロ

をめざし、脱炭素社会の実現にチャレンジすることを表明し、現在「福岡市地球温暖化対策実行計画」

の改定に着手している。 

 

≪期間目標≫ 

中期目標（2030（平成 42）年度）は、BAU ケース※から、国の対策導入を福岡市に当てはめた削

減量、電源構成の変動による削減量、さらに福岡市独自の取組による削減量を差し引くことで、温

室効果ガスを 2013（平成 25）年度比で 28％削減する。 

 長期目標は、国の第四次環境基本計画及び地球温暖化対策計画を参考に、2050（平成 62）年度

に 2013（平成 25）年度比で 80％削減をめざす。 

 ※BAU ケース；現状趨勢 

 

≪削減目標≫ 

福岡市は 2030（平成 42）年度に温室効果ガス排出量を、2013（平成 25）年度比で、家庭部門で

は 31％、業務部門では 36％、運輸（自動車）部門では 18％削減することとしている。 

 

表 3.4.2-3 福岡市の部門ごとの削減目標（国との比較） 

区分 福岡市 国 

家庭部門 

（世帯あたり） 

▲31％ 

（▲42％） 

▲39％ 

（▲38％） 

業務部門 

（床面積あたり） 

▲36％ 

（▲42％） 

▲40％ 

（▲44％） 

運輸（自動車）部門 

（1 台あたり） 

▲18％ 

（▲22％） 

▲28％ 

（▲20％） 

出典：福岡市地球温暖化対策実行計画 
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福岡市地球温暖化対策実行計画では、廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進を基本方針の一

つとしている。この基本方針では、資源を活かす循環のまちを将来像に掲げ、「廃棄物等の発生が抑

制され、資源が循環利用されるまち」を目指している。 

この基本方針では、将来像実現に向け、表 3.4.2-4 や表 3.4.2-5 に示す取り組み内容を挙げてい

る。 

また、地球温暖化対策の目標達成に向けた市役所業務における対策として、表 3.4.2-6 の取組に

ついても示されている。 

 

表 3.4.2-4 市民・事業者の取組内容 

区分 取組内容 市民 事業者 

廃棄物の減量 

発生抑制・再使用を中心とした 3R の推進による廃棄物の

削減を進める。 
● ● 

製造、流通、販売の各段階で廃棄物の発生抑制を進める。  ● 

資源の有効活用 

再資源化を進めるため、各家庭では地域における資源物の

回収拠点を利用するとともに、地域では資源物の集団回収

を引き続き進める。 

●  

古着の回収や使用済み小型電子機器に含まれるレアメタ

ルの再資源化等、資源を有効に活用する。 
● ● 

出典：福岡市地球温暖化対策実行計画 

 

表 3.4.2-5 福岡市独自の取組による温室効果ガス削減の内訳 

区分 取組内容 削減量 

廃棄物の減量 

家庭ごみルールブックや、出前講座をはじめ、先駆的・効果的な取

組の紹介や市民・事業者の優秀な取組の表彰等、ごみ減量の啓発を

推進する。 

30 千 t-CO2 

製造、流通、販売の各段階での発生抑制、資源化の実施に向けた啓

発指導を行う。 

資源ごみの排除・分別の徹底等、ごみ処理施設への搬入物の適正化

を推進することにより、ごみ減量及び資源化を図る。 

排出事業者及び処理業者に対する立入指導や産業廃棄物に関する

情報提供等、減量化指導を行う。 

一般廃棄物排出事業者に対して、引き続きごみ減量に関する計画

書の提出等を求め、排出事業者等に対する減量化指導を行う。 

ごみ減量に取り組む地域団体等に対する支援を行う。 

資源の有効活用 

蛍光灯・乾電池等の有害廃棄物について、公共施設や販売店等で回

収を行い、再資源化を促進する。 

古着やレアメタル等の回収について、民間事業者への支援等によ

り、資源化を促進する。 

事業系ごみ（食品廃棄物、紙）の再資源化を支援する。 

下水汚泥について、さまざまなかたちでの有効活用を進める。 

出典：福岡市地球温暖化対策実行計画 

 

表 3.4.2-6 目的達成に向けた市役所業務における対策（主たる事業に関する取り組み） 

区分 取組内容 

一般廃棄物処理事業 清掃工場におけるごみ焼却の際に発生する熱を有効に利用する。 

出典：福岡市地球温暖化対策実行計画 
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9) 福岡市役所地球温暖化対策率先実行計画 

福岡市は、2020（令和 2）年 2 月に、「2040（令和 22）年度温室効果ガス排出量実質ゼロをめざした

チャレンジ」を表明しており、これまでの「低炭素のまちづくり」から、 終的な到達目標である「脱

炭素」へと向かって温暖化対策を総合的・計画的に推進するうえでは、福岡市役所自らの事務・事業

においても、低炭素から脱炭素へと向かって取組みを強化していく必要がある。 

このため、福岡市役所自らの事務・事業における温暖化対策について、地球温暖化対策推進法第 21

条第 1 項に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）として、令和 4 年 3 月に「福岡市役所地球温

暖化対策率先実行計画」を策定した。なお、本計画の計画期間は、2022（令和 4）年度から 2030（令

和 12）年度末までとしている。具体的な取組内容については表 3.4.2-7 に示すとおりである。 

なお、本計画では、廃棄物処理分野における進行管理は「福岡市地球温暖化対策実行計画」におい

て行うこととしている。 

≪対象とする範囲≫ 

・福岡市役所の全ての事務・事業を対象とする。 

・算定対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）の３種

類としている。（地球温暖化対策推進法の第 2条第 3 項に掲げる 7 種類の物質のうち、福岡市役所

の事務・事業で発生する物質） 

・廃棄物処理における温室効果ガス排出量については、「福岡市地球温暖化対策実行計画」において

進行管理を行う。 

≪削減目標≫ 

・福岡市は 2030（令和 12）年度にエネルギー起源二酸化炭素排出量を、2013（平成 25）年度比で、

70%削減することとしている。 

表 3.4.2-7 目標達成に向けた具体的な取組内容 

区分 取組内容 

①市有施設

の省エネ対

策 

ア：省エネ性能の向上 

にむけた施設整備 

・施設の新築・改修時には先進的な高効率機器の導入、建物の高断熱化

を考慮・反映した整備を実施 

・市有施設の省エネ性能の向上（ZEB 化）         など 

イ：機器や設備の運用改善 「省エネ・省 CO2手引書」に基づき運転方法や設定の見直し 

②再生可能

エネルギー

の利用推進 

ア：太陽光発電設備 

の導入拡大 

2030（令和 12）年度までに、設置可能な施設等の約 50％以上に設置（2040

（令和 12）年度 100%）。 

イ：再エネ由来電力の調達 市役所業務で調達する電力を再エネ由来電力に切替。 

③庁用車の脱ガソリン車への切替 車両新規導入や更新時には EV、PHEV、FCV の導入を検討 

④主な分野

における取

組 

ア：地下鉄分野 

地下鉄車両の更新や大規模改修による電力消費量の抑制 

駅施設やトンネル内の照明の LED 化による省エネの推進 

七隈線延伸に伴う再エネ利用及び省エネ性能向上 

イ：下水道分野 
下水道資源等を活用した再生可能エネルギーの導入 

水処理センターやポンプ場等における省エネの推進 

ウ：水道分野 

省エネ型の高効率機器の導入等、水道施設全体の電力使用量削減 

浄水場などの水道施設における再エネ由来電力への切り替え、小水力発

電、太陽光発電設備等の再生可能エネルギー導入促進 

「配水調整システム」を活用した水道管の適正水圧の管理・調整による

漏水防止 

水道施設におけるデマンドレスポンス（電力需要調整）の導入 

エ：廃棄物分野 

熱回収による廃棄物発電及びその電力の有効活用 

清掃工場から排出される二酸化炭素の分離回収・活用に関する調査・検

討 

⑤その他の取組み 
・「福岡市都市緑化マニュアル」に基づく緑化の推進 

・環境に配慮した調達等による環境負荷の低減      など 

出典：福岡市役所地球温暖化対策率先実行計画 
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10) 九州地方における建設リサイクル推進計画 2014 

国土交通省では、国及び地方公共団体のみならず民間事業者も含めた建設リサイクルの関係者が、

今後、中期的に建設副産物のリサイクルや適正処理等を推進することを目的とし、建設リサイクルの

推進に向けた目標、具体的施策を内容とする「建設リサイクル推進計画 2014（全国版推進計画 2014）」

（平成 26 年 9 月）を策定している。 

この建設リサイクルの推進に向けた基本的考え方、目標、具体的施策を基本として、九州地方建設

副産物対策連絡協議会が、九州地方の建設リサイクルのより一層の推進を図るため、九州地方におけ

る目標値の設定や行動計画を加えた独自の推進計画として、「九州地方における建設リサイクル推進

計画 2014」を平成 27 年 3 月に策定している。この計画では、国土交通省九州地方整備局を始めとし

た九州地方建設副産物対策連絡協議会の構成機関が実施する全ての建設工事が対象となっており、循

環型社会の構築の観点から、以下の目標指標が定められている。 

 

表 3.4.2-8 《本計画の目標（九州地域全体）》 

対象品目 
平成24年度 

（実績） 

平成30年度目標 

（ ）内は全国目標値 

ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 
再資源化率 

99.3％ 

99.0％ 

99％以上（99％以上） 

99％以上（99％以上） 

建設発生木材 

建設汚泥 
再資源化・縮減率 

92.1％ 

88.9％ 

95％以上（95％以上） 

90％以上（90％以上） 

建設混合廃棄物 
排出率 

再資源化・縮減率 

3.0％ 

49.6％ 

2.5％以下（3.5％以下） 

50％以上（60％以上） 

建設廃棄物全体 再資源化・縮減率 96.3％ 96％以上（96％以上） 

建設発生土 建設発生土有効利用率 77.2％ 78％以上（80％以上） 

※目標値の定義は次のとおり 

＜再資源化率＞ 

・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と工事間利用された量の合計の割合 

＜再資源化・縮減率＞ 

・建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び縮減された量と工事間利用された量の合計の割合 

＜建設混合廃棄物排出率＞ 

・全建設廃棄物排出量に対する建設混合廃棄物排出量の割合 

＜建設発生土有効利用率＞ 

・建設発生土発生量に対する現場内利用およびこれまでの工事間利用等に適正に盛土された採石場跡地復旧 

や農地受入等を加えた有効利用量の合計の割合 

出典：「九州地方における建設リサイクル推進計画2014」平成27年3月 

 

 


